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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1)　連結経営指標等

　

回次 第70期 第71期 第72期 第73期 第74期

決算年月 平成20年３月平成21年３月平成22年３月平成23年３月平成24年３月

売上高 （百万円） 37,664 34,308 30,738 32,921 26,598

経常利益又は
経常損失(△)

（百万円） 701 △881 △177 212 212

当期純利益又は
当期純損失(△)

（百万円） 671 △1,508 △492 7 △348

包括利益 （百万円） ― ― ― △246 △31

純資産額 （百万円） 3,732 1,277 1,002 749 1,517

総資産額 （百万円） 15,799 13,341 13,719 13,515 13,611

１株当たり純資産額 （円） 102.96 33.70 26.23 18.59 35.44

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

（円） 19.05 △42.79 △13.97 0.21 △8.88

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 23.0 8.9 6.7 4.8 10.5

自己資本利益率 （％） 19.0 － － 0.9 －

株価収益率 （倍） 12.8 － － 647.6 －

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 2,060 △856 2,430 △911 253

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △411 △793 △363 △423 △837

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △671 1,252 △2,337 862 799

現金及び現金同等物の
期末残高

（百万円） 2,573 2,117 1,852 1,350 1,556

従業員数 （名） 4,885 5,496 3,889 5,121 3,688

(外、平均臨時雇用者数) （名） （540） （1,158）（2,135） （896） （480）

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第71期、第72期及び第74期は当期純損失であり、また潜在株

式がないため、第70期及び第73期は潜在株式がないため、記載しておりません。

３　第71期、第72期及び第74期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されているため、記

載しておりません。
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(2)　提出会社の経営指標等

　

回次 第70期 第71期 第72期 第73期 第74期

決算年月 平成20年３月平成21年３月平成22年３月平成23年３月平成24年３月

売上高 （百万円） 30,133 28,507 26,074 23,913 16,437

経常利益又は
経常損失(△)

（百万円） 569 △400 101 △93 147

当期純利益又は
当期純損失(△)

（百万円） 645 △952 △352 △443 △292

資本金 （百万円） 3,195 3,195 3,195 3,195 3,611

発行済株式総数 （千株） 35,302 35,302 35,302 35,302 40,502

純資産額 （百万円） 3,410 1,993 1,818 1,201 2,013

総資産額 （百万円） 12,336 11,241 12,273 9,335 10,464

１株当たり純資産額 （円） 96.75 56.56 51.60 34.11 49.79

１株当たり配当額 （円） 3.00 － － － －

（うち１株当たり
中間配当額）

（円） （－） （－） （－） （－） （－）

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

（円） 18.31 △27.03 △10.00 △12.59 △7.45

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 27.6 17.7 14.8 12.9 19.2

自己資本利益率 （％） 18.9 － － － －

株価収益率 （倍） 13.3 － － － －

配当性向 （％） 16.4 － － － －

従業員数 （名） 176 217 222 226 246

(外、平均臨時雇用者数) （名） （20） （20） （19） （14） （14）

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第71期、第72期、第73期及び第74期は当期純損失であり、ま

た潜在株式がないため、第70期は潜在株式がないため、記載しておりません。

３　１株当たり配当額及び配当性向については、第71期、第72期、第73期及び第74期は無配のため、記載しておりま

せん。

４　第71期、第72期、第73期及び第74期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されている

ため、記載しておりません。
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２ 【沿革】
　

年月 沿革

大正14年５月 大阪市福島区大開町２丁目において創業者・田淵繁が美登里商会を創業し、珪素鋼板の販売およ

びラジオ用鉄芯の製作開始

昭和14年12月美登里商会の工場部門を分離して株式会社美登里製作所(資本金150千円)を設立

昭和15年９月 株式会社美登里製作所を田淵電機株式会社と商号変更、電機部門を新設し、ポテンシャル変成器、

動力変成器の製造開始

昭和18年５月 大阪市西淀川区御幣島東１丁目10番地に、第二工場を新設し、柱上変成器、動力変成器および電子

機器用各種変成器の製造開始

昭和28年７月 東京都台東区に東京出張所(現東京支社)を設置

昭和35年１月 大阪市西淀川区御幣島東１丁目10番地(現西淀川区御幣島１丁目12番22号)に本社移転

昭和41年９月 岡山県高梁市に子会社岡山電子工業㈱を設立

昭和41年11月日本工業規格表示許可工場となる

昭和41年12月鳥取県西伯郡に鳥取電子工業㈱を設立

昭和42年12月栃木県大田原市に子会社田淵電子工業㈱を設立

昭和43年４月 名古屋市中区に名古屋出張所(名古屋営業所)を設置

昭和44年８月 熊本県菊池郡に熊本電子工業㈱を設立

昭和44年９月 埼玉県鳩ケ谷市に東京営業所(現東京支社)を移転

昭和47年11月韓国(ソウル市)に関連会社韓国田淵電機㈱(現韓国トランス㈱)を設立

昭和51年７月 熊本県菊池郡に九州営業所を設置

昭和51年７月 大阪市西淀川区に大阪ゼブラ特販㈱を設立

昭和54年１月 米国(テネシー州)に子会社米国田淵電機を設立

昭和56年３月 山形県新庄市に子会社山形田淵電子工業㈱を設立

昭和60年２月 英国(クリーブランド州)に子会社英国田淵電機を設立

昭和60年11月大阪証券取引所市場第二部に上場

昭和61年５月 大阪市西淀川区御幣島２丁目14番10号に本社事務所を設置

昭和61年11月メキシコ(ティファナ市)に子会社メキシコ田淵電機を設立

昭和62年12月タイ(チャチャンサオ県バンパコン郡)に子会社タイ国田淵電機を設立

平成元年１月 大阪市西淀川区御幣島１丁目12番22号へ本社事務所を移転

平成２年５月 鳥取電子工業㈱を解散

平成２年５月 熊本県菊池郡に子会社西日本電子工業㈱を設立

平成２年８月 熊本電子工業㈱を解散

平成２年９月 横浜市港北区に横浜営業所を設置

平成３年４月 兵庫県三田市に於いて三田工場が完成し生産を開始

平成４年７月 名古屋営業所を閉鎖

平成６年３月 三田工場へ営業業務以外の本社機能を移転統合し、旧本社跡地に大阪営業所を設置

平成６年６月 兵庫県三田市テクノパーク５番地４に本社移転

平成６年９月 香港(?魚涌)に香港支店を設置

平成６年10月 中国(広東省)番禺工場に於いて委託生産を開始

平成７年４月 中国(上海市)に子会社上海田淵変圧器有限公司を設立

平成８年６月 三田工場の製造部門を閉鎖

平成８年７月 香港(九龍)に香港支店を移転

平成８年７月 中国(広東省)番禺工場を閉鎖

平成８年８月 横浜営業所を閉鎖

平成11年９月 千葉市稲毛区に子会社千葉ゼブラ㈱を設立

平成12年４月 香港(九龍)に子会社香港田淵電機有限公司を設立

平成13年４月 子会社田淵電子工業㈱は子会社山形田淵電子工業㈱を吸収合併

平成13年９月 子会社岡山電子工業㈱を吸収合併

平成13年12月子会社千葉ゼブラ㈱を解散

平成14年６月 大阪市西淀川区御幣島一丁目12番20号に本社移転

平成14年12月子会社田淵電子工業㈱の新庄工場を閉鎖

平成15年９月 岡山事業所を閉鎖

平成15年10月子会社ゼブラエンジニアリング㈱を解散

平成17年３月 子会社英国田淵電機を解散

平成18年８月 大阪市淀川区宮原四丁目２番21号に本社移転

平成18年10月子会社西日本電子工業㈱を解散

平成19年９月

平成21年４月

平成22年10月

ベトナム(バクニン省)に子会社ベトナム田淵電機を設立

子会社メキシコ田淵電機を解散

香港支店の機能を香港田淵電機有限公司に移管統合

平成24年２月 中国（江西省）に関連会社江西碧彩田淵変圧器有限公司を設立
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３ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社６社、関連会社３社で構成され、主に電子

・電気機械器具ならびに部品の製造・販売及びこれに付帯する事業を行っております。

 

　当社及び当社の関係会社の事業における当社及び関係会社の位置付け及びセグメントとの関連は、次のと

おりであります。なお、北米の１社は事業活動を休止しております。

 

(1) 変成器事業

産業用・民生用トランス（低周波トランス、高周波トランス、マグネトロン駆動用トランス、高圧トラ

ンス、力率改善用リアクタ、マグネットワイヤ等）を製造・販売しております。

 

　（主な関係会社）当社、香港田淵電機有限公司、タイ国田淵電機、上海田淵変圧器有限公司、

　　　　　　　　　ベトナム田淵電機、韓国トランス株式会社

 

(2) 電源機器事業

産業用・民生用各種電源装置（スイッチング電源、ＡＣアダプタ、バッテリーチャージャ、ランプドラ

イブ用電子安定器、マグネトロン駆動用インバータ、ＬＥＤ照明用電源等）、パワーコンディショナ、ハイ

ブリッド充電・蓄電システム等を製造・販売しております。

 

　（主な関係会社）当社、田淵電子工業株式会社、香港田淵電機有限公司、タイ国田淵電機
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〔事業系統図〕

事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
又は出資金

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

田淵電子工業㈱ 栃木県大田原市

百万円

282
 

電源機器
の製造

100.0
同社の製品を当社が購入している
役員の兼任　５名

タイ国田淵電機
Chachoengsao
Thailand

千Ｂ
 

100,000

 

変成器
電源機器
の製造販売

85.0
同社の製品を当社が購入及び当社
の製品、材料、設備を同社へ販売
役員の兼任　４名

上海田淵変圧器有限公司
Shanghai
CHINA

千米＄

6,500
 

変成器
の製造販売

100.0
同社の製品を当社が購入及び当社
の材料を同社が購入
役員の兼任　４名

香港田淵電機有限公司
Kwun Tong
Kowloon, 
HONG KONG

千香港＄

40,000
 

変成器
電源機器
の製造販売

100.0
同社の製品を当社が購入及び当社
の材料を同社が購入
役員の兼任　５名

ベトナム田淵電機
Bac Ninh 
Province
Viet Nam

千米＄

5,000
 

変成器
の製造販売

100.0
同社の製品を当社が購入及び当社
の材料を同社が購入
役員の兼任　４名

米国田淵電機
Cordova,Tenn.
U.S.A.

千米$

500
 

― 100.0
営業活動休止
役員の兼任　２名

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　

韓国トランス㈱
Kuro-ku
Seoul　KOREA

百万Ｗ

3,760
 

変成器
の製造販売

42.6
同社の製品を当社が購入及び当社
の材料を同社へ販売
役員の兼任　４名

その他２社 　 　 　 　 　

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　上記子会社のうち田淵電子工業㈱、タイ国田淵電機、上海田淵変圧器有限公司、香港田淵電機有限公司及びベト

ナム田淵電機が特定子会社に該当します。

３　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４　タイ国田淵電機については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を

超えております。

主要な損益情報等 ①売上高 5,713百万円

　 ②経常利益 254百万円

　 ③当期純利益 174百万円

　 ④純資産額 586百万円

　 ⑤総資産額 2,719百万円

５　香港田淵電機有限公司については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等 ①売上高 7,259百万円

　 ②経常利益 4百万円

　 ③当期純損失(△) △27百万円

　 ④純資産額 14百万円

　 ⑤総資産額 2,569百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成24年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

変成器事業 2,784〔158〕

電源機器事業 822〔315〕

全社（共通） 82  〔7〕

合計 3,688〔480〕

(注)１ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　　２ 前連結会計年度末に比べ従業員数が1,433名減少しておりますが、生産高の減少に伴うアジアの生産工場での従業

員の減少が主な要因です。

　

(2) 提出会社の状況

平成24年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

246〔14〕 42.1 12.1 4,969,560

　

セグメントの名称 従業員数(名)

変成器事業 46 〔2〕

電源機器事業 118 〔5〕

全社（共通） 82 〔7〕

合計 246〔14〕

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社および国内連結子会社の労働組合は、ＪＡＭに所属しており、平成24年３月31日現在における加入

人員は194名であります。また他の海外連結子会社を含め労使の関係は安定しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、一部で景気回復の兆しがみられたものの、円高の高止まりや東

日本大震災に続き、タイ洪水の発生による生産活動の停滞など、厳しい状況で推移しました。また、世界経

済においても、米国景気の回復遅れ、欧州債務問題、新興国の成長鈍化などから景気の減速感が高まり、総

じて厳しい経営環境となりました。

　このような経営環境の下、当社グループでは、今年度を初年度とする中期経営計画「MBP15」に基づき、

当社の優位性が発揮できる環境・エネルギー分野へ重点シフトを図り、パワーコンディショナを核とし

たパワーエレクトロニクス事業の強化拡大に取り組んでいます。これにより、一段と高まる「省エネ」

「創エネ」「蓄エネ」ニーズに応えて、太陽光発電用パワーコンディショナやLED照明用電源など、当社

独自技術による商品の拡充を図りました。また、円高環境下にあって海外生産の拡大や生産地の最適化を

推進し、一層の原価力の強化を図るなど、当社グループを挙げて収益の確保に努めました。

　その結果、当連結会計年度における業績は、パワーコンディショナの伸長やLED照明用電源の増加などが

あったものの、一方でこれらを大きく上回る減少要因、すなわち薄型テレビ用電源やアミューズメント用

電源の大幅な減少などの影響を受けて、売上高は26,598百万円（前期比19.2％減）となりました。損益に

つきましては、高付加価値商品の拡充など収益改善活動を強化したものの、売上高減少の影響を受けて、

営業利益は481百万円（前期比27.0％減）、経常利益は212百万円（前期比0.0％増）、投資有価証券の減

損処理による特別損失の計上などにより、当期純損失348百万円（前期は当期純利益7百万円）となりま

した。　

 

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

①変成器事業

　変成器事業はタイの洪水による生産活動の一部停滞などの影響を受け、売上高は8,312百万円（前期比

13.3％減）となりましたが、原価力の改善などにより、営業利益は364百万円（前期比15.9％増）となり

ました。　

②電源機器事業

　電源機器事業はパワーコンディショナの伸長やLED照明用電源の増加などがあったものの、エコポイン

ト制度の終了と地デジ移行需要後の薄型テレビ用電源の大幅な落ち込み、ならびにアミューズメント用

電源の更なる落ち込みにより、売上高は18,285百万円（前期比21.6％減）、営業利益は123百万円（前期

比65.0％減）となりました。

　
(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、1,556百万円と前連結会計年度末に比べ206百万円

の増加となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは253百万円の収入（前期は911百万円の支出）となりました。

主な内訳は、売上債権の減少が991百万円、減価償却費が482百万円、仕入債務の減少が936百万円、たな

卸資産の増加額が389百万円であります。　
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(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは837百万円の支出（前期は423百万円の支出）となりました。

主な内訳は、有形固定資産の取得による支出が700百万円、投資有価証券の取得による支出が139百万円

であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは799百万円の収入（前期は862百万円の収入）となりました。

主な内訳は、長期借入れによる収入が1,551百万円、株式の発行による収入が822百万円、長期借入金の

返済による支出が1,024百万円、社債の償還による支出が260百万円であります。

　
２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当連結会計年度におけるセグメント別生産実績は次のとおりであります。

　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

変成器事業 8,361 △11.5

電源機器事業 18,753 △20.3

合計 27,115 △17.8

(注)　金額は販売価格で記載しております。なお、販売価格には消費税等は含んでおりません。

　

(2)　受注状況

当連結会計年度におけるセグメント別受注状況は次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

変成器事業 7,852 △15.4 780 △37.1

電源機器事業 17,940 △12.4 1,693 △17.0

合計 25,793 △13.3 2,473 △24.6

(注)　金額は販売価格で記載しております。なお、販売価格には消費税等は含んでおりません。

　

(3)　販売実績

当連結会計年度におけるセグメント別販売実績は次のとおりであります。

　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

変成器事業 8,312 △13.3

電源機器事業 18,285 △21.6

合計 26,598 △19.2

(注) １　主な相手先別販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　
 

相手先

 

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

　シャープ㈱ 14,881 45.2 10,073 37.9

　　２　本表の金額には消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

今後の経済環境は、国内では震災復興需要などによる景気の緩やかな回復が期待される一方、欧州債務危

機の懸念をはじめ、原油価格や為替動向は不安定な状況が見込まれるなど、依然として予断を許さない状況

が続くものと思われます。電機・電子部品業界におきましても、テレビ市場は厳しい状況が見込まれるもの

の、省エネ・環境エネルギー関連製品は市場拡大が見込まれます。

　このような状況下にあって、当社グループは2011年度から2015年度までの５ヵ年の中期経営計画

「MBP15」を策定し、『SHIFT THE POWER』をテーマに、トランス・電源の『田淵電機』からパワーエレクト

ロニクス製品を中心とした新しい事業、市場へ大きくシフトを目指しています。東日本大震災以降、深刻な

エネルギー需給問題を克服し、長期的な再生可能エネルギーの活用拡大が求められている中、この７月より

「再生可能エネルギー固定価格買取制度」が施行されます。当社グループの主力製品である太陽光発電用

パワーコンディショナは国内住宅用では長年にわたる供給実績を有しており、産業分野においても普及拡

大に取り組んでおりました。この度、「EneTelus」ブランドでの超小型２kＷから10kＷまでラインアップの

拡充、使用電力の平滑化を実現できる蓄電池への双方向充放電機能を有した業界初ハイブリッドパワーコ

ンディショナの商品化等により、エネルギー課題克服に向けた様々なご要望にお応えする商品体制が整い

ました。これを機に拡大する市場へ向けて生産・販売体制も、より一層強化し取り組んでまいります。次に、

変成器分野では、現地有力企業との合弁会社「江西碧彩田淵変圧器有限公司」の本格稼動により最大のイ

ンバータエアコンの生産及び消費地である中国にリアクタの供給拠点が確保できます。最後に電源ユニッ

トに関しましては、薄型テレビなど民生機器向け偏重の商品構成から医療器・産業機器分野へリソースの

シフトを行い、次世代照明（ＬＥＤ・有機ＥＬ）用途向け電源ユニットの拡大や、医療器分野では、内視鏡

用途ランプ駆動用電源ユニットをはじめとして、高精度・高信頼性を求められる製品中心に軸足を移しま

した。このように「MBP15」の２年目にあたる2012年度は、『打って出よ』を基本マインドに、これらの施策

を着実に進め、事業規模の拡大と収益力の改善及び安定化を図ってまいります。
　

なお、当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を以下のとおり定めて

おります。
　

会社の支配に関する基本方針

(1) 基本方針の内容の概要

当社取締役会は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配することを目的として、対象会社の取締役会

の賛同を得ずに、一方的に大量の株式買付けを行う行為であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転

を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えており

ます。

しかしながら、株式の大量買付け等の中には、企業価値ひいては株主共同の利益に明白な侵害をもたら

すもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が大量買付行

為の内容や条件等について十分検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な

時間や情報を提供しないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件を引き出すために買

付者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものもあり

得ます。

当社取締役会は、当社グループの買収を企図した当社取締役会の賛同を得ない当社株式の大量買付け

等の行為であっても、これに応じるか否かは、最終的には当社株主の皆様において判断されるべきもので

あると考えておりますが、上記のような不適切な大量買付け等を行う者は、当社の財務及び事業の方針の

決定を支配する者として適切ではなく、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するお

それがあると考えており、このような不適切な買収行為が行われる場合には、それに対して相当の対抗措

置を発動することも必要と考えております。
　

(2) 基本方針実現に資する特別な取組みの概要

当社は、「お得意先第一主義」、「品質を誇る製品の生産で社会に奉仕する」の経営理念の下、企業価

値ひいては株主共同の利益の向上に努めております。そのための取り組みとして、「SHIFT THE POWER」

をテーマに、以下の経営諸施策を積極的に推進し、中長期経営の安定化と企業価値増大を目指してまいり

ます。
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①太陽光発電用・風力用・燃料電池用等パワーコンディショナを中心としたパワーエレクトロニクス

事業へシフトすると共に、大電力・大容量分野にも対応した高付加価値商品群の充実。

②中長期にわたる技術優位性を確保する為、設計の現地化と開発効率の向上に取り組み、競争力ある製

品を創出し、新興国等成長市場の販売拡大へシフト。

③各種ユーザーニーズに対応できる多品種少量生産体制を確立し、一層の生産性向上によるコスト力

強化と高信頼性確保。

　
(3) 不適切な支配の防止のための取組みの概要

当社は、上記（１）の基本方針を実現するための取組みとして、平成23年６月29日開催の第73回定時株

主総会において当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいま

す。）を更新することを、株主の皆様にご承認いただきました。

本プランの概要は以下のとおりですが、詳細につきましては、当社ホームページ掲載のニュースリリー

ス「会社の支配に関する基本方針及び当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の更新に

関するお知らせ」をご参照ください（http://www.zbr.co.jp）。

　本プランの目的は、当社に対し、株式の買付け等を行う者又は提案する者（以下「買付者等」といいま

す。）が現れた場合、不適切な買収でないかどうかを株主の皆様が判断する為に必要な情報や時間を確保

し、株主の皆様の為に買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益に反する買収を抑止する仕組みを導入することであります。

本プランの有効期間は、平成26年開催予定の第76回定時株主総会終結時までの３年間としております。

　実際の発動は、買付者等が、持株比率20％以上となると認められる株式買付けを行う場合を対象に、社外

者で構成する独立委員会の勧告を受けて、取締役会決議により発動いたします。新株予約権の無償割当て

を行う場合には、全ての株主に持株と同数の新株予約権を割り当てますが、買付者等には予約権行使をで

きない条件を付して、その持株比率を半減させることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

防衛いたします。

　
(4) 不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断及びその理由

本プランは、以下の理由により、上記(1)の基本方針に沿うものであり、当社の株主共同の利益を損なう

ものではなく、かつ、当社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

①本プランは、株式会社大阪証券取引所における適時開示、当社事業報告等の法定開示書類における開

示、当社ホームページ等への掲載等により周知させることにより、当社株式に対する買付けを行う者

が遵守すべき手続きがあること、並びに、買付者等の不適切な買付行為による権利行使は認められな

いとの行使条件及び買付者等以外の者から株式と引換えに新株予約権を当社が取得するとの取得条

項が付された新株予約権の無償割当て等を、当社が実施することがあり得ることを事前に警告する

ことをもって、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうと判断される買収から防衛するこ

とが図られております。

②買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること等

本プランは、経済産業省・法務省の2005年５月27日付「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の

原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足し、さらに、企業価値研究

会の2008年６月30日付「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容（買収者に対

して金員等の交付を行うべきではない、取締役は責任と規律ある行動をとる等）に沿うものであり

ます。

　また、大阪証券取引所の企業行動規範に関する規則第11条買収防衛策の導入に係る遵守事項（開示

の十分性、透明性、流通市場への影響、株主の権利の尊重）にも合致するものであります。
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③株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本プランは、当社株式に対する買付け等がなされた際に、当該買付け等に応じるべきか否かを株主

の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主

の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものであります。

④株主意思を重視するものであること

本プランは、平成23年６月29日開催の第73回定時株主総会において更新が決議されたものであり

ます。また、本プランの有効期間は、平成26年開催予定の第76回定時株主総会終結の時までとなって

おり、いわゆるサンセット条項付であります。さらに、その有効期間の満了前であっても、当社株主総

会において、本プランの廃止又は変更の決議がなされた場合には、本プランも当該決議に従い廃止又

は変更されることになります。以上の意味において、本プランの廃止及び変更は、当社株主総会の意

思に基づくこととなっております。

⑤独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

当社は、本プランの施行・運用にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のため

に企業価値ひいては株主共同の利益を客観的に判断し、取締役会に勧告する諮問機関として独立委

員会を設置しております。

独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、社外有識者、当社社外監査役又は

当社社外取締役の中から選任される委員３名以上により構成されております。

また、当社は本プランの運用に際して、適用される法令又は金融商品取引所規則に従い、本プラン

の各手続きの進捗状況、又は独立委員会による勧告等の概要、当社取締役会の決議の概要、その他当

社取締役会が適切と考える事項について適時に情報開示を行うこととし、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益に資する範囲で本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しております。

⑥合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、予め定められた合理的客観的発動要件が充足されなければ発動されないように設定

されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

⑦第三者専門家の意見の取得

当社取締役会及び独立委員会は、各々独立した第三者(ファイナンシャル・アドバイザー、公認会

計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。)の助言を得ることができることにより、

判断の公正さ・客観性がより強く担保された仕組みとなっています。

⑧デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会で導入・廃止を決議することから、いわゆるデッドハンド型買収防衛

策(取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策)ではありませ

ん。

また、当社は、取締役任期を１年とし、毎年の定時株主総会で取締役の全員を選任する制度を採用

しており、いわゆる期差任期制を採用していないため、本プランはいわゆるスローハンド型（取締役

会の構成の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛

策）でもありません。

　
４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものが

あります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したもの

であります。

　

EDINET提出書類

田淵電機株式会社(E01823)

有価証券報告書

13/93



　

(1) 為替レ－トの変動

当社グループの事業は、主に日本とタイ国、中国、香港、ベトナムにおいての製品の生産と販売活動を

行っております。各地域における売上、費用、資産を含む現地通貨建ての項目は、連結財務諸表の作成のた

めに円貨換算されているため、換算時の為替レートにより影響を受ける可能性があります。

次に、当社グループが生産を行う地域の通貨価値の上昇は、それらの地域の現地通貨での輸出価格の下

落(過少評価)となります。一方、現地の製造コストは変わらないことから、現地通貨での利益率と価格競

争力を低下させ、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、為替予約等により短期的な変動による悪影響を最小限に止める努力をしております

が、中長期的な通貨変動により、計画された販売活動等を確実に実行できない場合があるため、為替レー

トの変動は当社グループの業績及び財務状況に重要な影響を及ぼす可能性があります。

　
(2) 原材料の価格変動

鋼材、銅及び原油価格の高騰による原材料価格の上昇により製品価格競争の激化の影響を受け、今後の

当社グループの業績および財務状況に重要な影響を与える可能性があります。

　
(3) 海外活動に潜在するリスク

当社グループの生産のおよそ70％および販売活動のおよそ50％は、アジアの新興国市場等の日本国外

で行われております。これらの海外市場での事業には以下に掲げるようないくつかのリスクが存在しま

す。

①予期しない法律または規制の変更

②不利な政治または経済要因

③人材の採用と確保の難しさ

④インフラの未整備

⑤テロ、戦争、その他の要因による社会的混乱

当社グループは、競争力のある製品の製造とコスト削減のために、中国および東南アジア地域において

生産規模の拡大を続けてまいりました。その中でも、中国における政治または法環境の変化、経済状況の

変化、電力供給不足など、予期せぬ事象により事業の遂行に問題が生じる可能性があります。従って、これ

らの事象は業績及び財務状況に重要な影響を及ぼす可能性があります。

　
(4) 需要の変動

当社グループの製品の需要は、電機・電子業界等の市場における経済状況の変化を受けると共に、一部

の市場においては、その需要動向に季節的な変動要因があります。

また、当社グループの商品の大半は、大手顧客の商品の企画段階から参画する特注品によって占められ

ており、顧客の商品の需要変動により、当社グループの業績に重要な影響を受ける可能性があります。

　
(5) 借入金の依存度および金利の動向

当社グループは、生産設備及び運転資金を主として、銀行借入により調達しているため、総資産に占め

る有利子負債の割合が高く、当社グループの業績および財務状況によっては、金利変動等により影響を受

ける可能性があります。
　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

有利子負債残高(百万円) 5,511 5,645

総資産(百万円) 13,515 13,611

有利子負債依存度(％) 40.8 41.5

支払利息(百万円) 162 159
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(6) 継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、平成21年３月期におきまして重要な当期純損失を計上しました。前連結会計年度に

は、円高及び株価の下落により純資産は減少しましたが、営業利益、経常利益、当期純利益とも黒字となり

ました。当連結会計年度におきましては、東日本大震災に続き、タイ洪水の発生による生産活動の一部停

滞などの影響はあったものの、営業利益、経常利益は黒字となりました。しかしながら、投資有価証券の減

損処理による特別損失の計上等により、当期純利益は損失となりました。

　引き続き厳しい経営環境が見込まれる中、当社グループでは、当該重要事象を解消するため、中期経営計

画に基づき、電源機器事業については医療器・産業機器向け等、より高付加価値が見込まれる分野へリ

ソースをシフトしております。加えて、十数年にわたる住宅向け太陽光発電用パワーコンディショナの国

内トップメーカーとしての基盤を生かし、昨今注目を集めているクリーンエネルギーを中心としたEMS

（エネルギーマネジメントシステム）関連分野へ注力してまいります。

　具体的には、「自立型蓄電機能付きパワコン」など住宅向けパワーコンディショナや中規模施設向けの

中容量パワーコンディショナ等のラインナップの拡充に加え、太陽光・風力・燃料電池・蓄電池等の多

種のエネルギー源に対応し、発電から電力変換・蓄電・消費までを総合最適化する高度 EMSに取り組ん

でおります。また、アルミニウムリッツ線の接合技術による「ワイヤレス給電システム」等、当社独自技

術を駆使した高付加価値商品群の開発に社内資源を集中させ、積極的な市場展開を図っております。

　そのために、コスト競争力強化を図るための海外生産展開や生産能力増強に向けた設備投資、及び、研究

開発投資などにより事業基盤を強化し、着実に収益体質の改善につなげてまいります。これら設備投資や

研究開発投資に充当するため、当第１四半期には第三者割当による増資を行うなど、収益基盤の強化とと

もに、財務体質の改善も進めております。

　これらの施策を着実に実行することで、当該重要事象を解消できるものと考えております。

　
５ 【経営上の重要な契約等】

資本業務提携等
　

契約会社名 相手方の名称 契約内容 期間

田淵電機株式会社(当社) ＴＤＫ株式会社 資本業務提携に関する合意書
　平成19年２月
～平成25年２月

田淵電機株式会社(当社) ミヨシ電子株式会社 技術提携契約書
　平成20年１月
～平成25年１月
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６ 【研究開発活動】

研究開発活動につきましては、変成器は当社及び子会社の変成器事業部門が、電源機器は当社の電源機器

事業部門にて推進してまいりました。

　当連結会計年度における研究開発費の総額は628百万円であります。

　

　セグメントごとの研究開発活動を示すと次のとおりであります。

　(1) 変成器事業

　　①1.5kW用非接触給電用コイル（アルミ線）を開発しました。

　　②燃料電池用3kW絶縁トランスを開発しました。

　　③多段IGBT用高耐圧トランスを開発しました。

    　当連結会計年度における研究開発費の総額は310百万円であります。

　

　　(2) 電源機器事業

　　　①電力融通ネットワーク用スマートルータを開発しました。

　　　②蓄電池対応ハイプリッドパワーコンディショナを開発しました。

　　　③1.5kW風力用パワーコンディショナを開発しました。

　　　④産業用ノイズフィルタを開発しました。

　　　⑤10WダウンライトＬＥＤ照明用電源および50W直管型LED照明用電源を商品化しました。

　　　⑥電動車椅子用バッテリー充電器を商品化しました。

　　　⑦50W～100Wの無線給電システムを開発しました。

　　　　当連結会計年度における研究開発費の総額は317百万円であります。

　
７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般的に公正妥当と認められている会計基準に基づ

き作成しております。その作成には経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債および収益・費用の

報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績

等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見

積りと異なる場合があります。

　
(2) 経営成績の分析

当連結会計年度の売上高は、パワーコンディショナの伸長やLED照明用電源の増加などがあったもの

の、一方でこれらを大きく上回る減少要因、すなわち薄型テレビ用電源やアミューズメント用電源の大幅

な減少などの影響を受けて、売上高は26,598百万円（前期比19.2％減）となりました。損益につきまして

は、高付加価値商品の拡充など収益改善活動を強化したものの、売上高減少の影響を受けて、営業利益は

481百万円（前期比27.0％減）、経常利益は212百万円（前期比0.0％増）、投資有価証券の減損処理によ

る特別損失の計上などにより、当期純損失348百万円（前期は当期純利益7百万円）となりました。
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(3) 資金の流動性について

①　キャッシュ・フロー

当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、1,556百万円と前連結会計年度末に比べ 206百万円の増

加となりましたが、その内容については、「１〔業績等の概要〕(2)」に記載のとおりであります。

②　財政状態

当連結会計年度末の財政状態につきましては、総資産は13,611百万円となり、前連結会計年度末に比

べて96百万円増加しました。これは主として、有形固定資産が388百万円、たな卸資産が356百万円、現金

及び預金が206百万円それぞれ増加し、受取手形及び売掛金が1,020百万円減少したこと等によるもの

であります。

　負債は12,093百万円となり、前連結会計年度末に比べて672百万円減少しました。これは主として、支

払手形及び買掛金が964百万円減少し、有利子負債が133百万円増加したこと等によるものであります。

　

純資産は1,517百万円となり、前連結会計年度末に比べて768百万円増加しました。これは主として、

第三者割当増資により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ416百万円増加したこと等によるものであり

ます。　　

　

(4) 継続企業の前提に関する重要事象等について

当社グループは、平成21年３月期におきまして重要な当期純損失を計上しました。前連結会計年度に

は、円高及び株価の下落により純資産は減少しましたが、営業利益、経常利益、当期純利益とも黒字となり

ました。当連結会計年度におきましては、東日本大震災に続き、タイ洪水の発生による生産活動の一部停

滞などの影響はあったものの、営業利益、経常利益は黒字となりました。しかしながら、投資有価証券の減

損処理による特別損失の計上等により、当期純利益は損失となりました。

　引き続き厳しい経営環境が見込まれる中、当社グループでは、当該重要事象を解消するため、中期経営計

画に基づき、電源機器事業については医療器・産業機器向け等、より高付加価値が見込まれる分野へリ

ソースをシフトしております。加えて、十数年にわたる住宅向け太陽光発電用パワーコンディショナの国

内トップメーカーとしての基盤を生かし、昨今注目を集めているクリーンエネルギーを中心としたEMS

（エネルギーマネジメントシステム）関連分野へ注力してまいります。

　具体的には、「自立型蓄電機能付きパワコン」など住宅向けパワーコンディショナや中規模施設向けの

中容量パワーコンディショナ等のラインナップの拡充に加え、太陽光・風力・燃料電池・蓄電池等の多

種のエネルギー源に対応し、発電から電力変換・蓄電・消費までを総合最適化する高度 EMSに取り組ん

でおります。また、アルミニウムリッツ線の接合技術による「ワイヤレス給電システム」等、当社独自技

術を駆使した高付加価値商品群の開発に社内資源を集中させ、積極的な市場展開を図っております。

　そのために、コスト競争力強化を図るための海外生産展開や生産能力増強に向けた設備投資、及び、研究

開発投資などにより事業基盤を強化し、着実に収益体質の改善につなげてまいります。これら設備投資や

研究開発投資に充当するため、当第１四半期には第三者割当による増資を行うなど、収益基盤の強化とと

もに、財務体質の改善も進めております。

　これらの施策を着実に実行することで、当該重要事象を解消できるものと考えております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資額は880百万円であります。

　セグメントごとの設備投資の状況は、変成器事業においては上海田淵変圧器有限公司及びタイ国田淵電機

等の変成器生産設備の増強等を行っており、設備投資額は223百万円であります。

　電源機器事業においては、香港田淵電機及び田淵電子工業の電源機器生産設備の増強、タイ国田淵電機の

新規電源機器生産設備の投資、並びに当社の電源機器評価設備の購入等を行っており、設備投資額は656百

万円であります。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要設備は次のとおりであります。

(1) 提出会社

平成24年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本社
(大阪市淀川区)

電源機器事
業
変成器事業

評価設備
研究開発
設備
本社機能
その他
設備

9 9
　

－　
(－)

137 155
　

146
[6]

東京支社
(埼玉県川口市)

電源機器事
業
変成器事業

評価設備
研究開発
設備
その他
設備

106 0
40
(1)

11 158
　

74
[8]

(注) １　金額には消費税等は含んでおりません。

２　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。

３　従業員数の〔　〕は、臨時従業員数を外書しております。

４　上記各科目にはリース資産を含めて記載しております。

５　上記の他、本社の建物を連結会社以外から賃借しております。

　

(2) 国内子会社

平成24年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

田淵電子工業
㈱

栃木県
大田原市

電源機器事
業

電源機器
生産設備

61 170
－
(－)

17 250
71
[61]

(注) １　金額には消費税等は含んでおりません。

２　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。

３　従業員数の〔　〕は、臨時従業員数を外書しております。

４　上記各科目にはリース資産を含めて記載しております。

５　土地・建物及び構築物はグループ会社以外から当社が賃借し、田淵電子工業㈱に賃貸しております。

面積 　
　土地 39千㎡

　建物 12千㎡(延床面積)

賃借料 5百万円/月
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(3) 在外子会社

平成24年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

タイ国田淵電機
Chachoengsao
Thailand

変成器事業
電源機器事
業

変成器
電源機器
生産設備

91 376
43
(33)

27 538
792
[120]

香港田淵電機
有限公司

東莞市
中国・広東省

変成器事業
電源機器事
業

変成器
電源機器
生産設備

167 560
－
(－)

30 758
571
[285]

ベトナム田淵電機
Bac Ninh 
Province
Viet Nam

変成器事業
変成器
生産設備

205 169
－
(－)

38 413
1,592
[ー]

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。

２　従業員数の〔　〕は、臨時従業員数を外書しております。

３　上記各科目にはリース資産を含めて記載しております。

４　上記の他、香港田淵電機有限公司の土地・建物を連結会社以外から賃借しております。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　

会社名
事業所名

所在地
セグメント
の名称

設備の
内容

投資予定額
総額

資金調達方法 着手年月 完了予定年月
総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

田淵電機㈱
本社

大阪市淀川区
電源機器事
業

評価設備等 100 －
借入金、
ファイナン
ス・リース

平成24年4月 平成25年３月

田淵電子工業㈱
栃木県太田原
市

電源機器事
業

生産設備、
検査設備等

600 －
借入金
ファイナン
ス・リース

平成24年4月 平成25年３月

タイ国田淵電機
Chachoengsao
Thailand

電源機器事
業

生産設備、
検査設備等

200 －
借入金、
ファイナン
ス・リース

平成24年4月 平成25年３月

変成器事業 生産設備等 80 －
借入金、
ファイナン
ス・リース

平成24年4月 平成25年３月

香港田淵電機
有限公司
（生産工場）
東莞田淵電機廠

東莞市
中国・広東省

電源機器事
業

生産設備等 200 －
借入金、
ファイナン
ス・リース

平成24年4月 平成25年３月

ベトナム田淵電機
Bac Ninh
Province
Viet Nam

変成器事業 生産設備等 100 －
借入金、
ファイナン
ス・リース

平成24年4月 平成25年３月

(注) １　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

２　上記の他、田淵電子工業㈱が賃借しております工場の土地、建物を平成24年４月20日に570百万円で取得いたし

ました。

　

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年６月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,502,64940,502,649
大阪証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株であり
ます

計 40,502,64940,502,649－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
　

      該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成19年６月28日
(注)１

― 35,302,649 ― 3,195 △1,124 ―

平成23年６月21日
(注)２

5,200,00040,502,649 416 3,611 416 416

(注) １　平成19年６月28日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づく利益剰余金への振替であります。

２　第三者割当 発行価格160円 資本組入額80円

　割当先　TDK株式会社、株式会社錢高組、株式会社みずほ銀行、大阪瓦斯株式会社、ミヨシ電子株式会社
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(6) 【所有者別状況】

平成24年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

1 11 32 42 10 1 2,9353,032 －

所有株式数
(単元)

321 5,1541,53915,399 528 2 17,42640,369133,649

所有株式数
の割合
(％)

0.80 12.77 3.81 38.15 1.31 0.00 43.16100.00 －

(注) 　自己株式68,020株は個人その他に68単元、単元未満株式の状況に20株含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＴＤＫ株式会社 東京都中央区日本橋1-13-1 8,000 19.75

田 淵 暉 久 兵庫県芦屋市 2,148 5.30

美登里株式会社 兵庫県芦屋市六麓荘町12-22 1,844 4.56

伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 東京都中央区日本橋1-4-1 1,700 4.20

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 1,620 4.00

株式会社錢高組 大阪市西区西本町2-2-11 900 2.22

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜2-4-6 800 1.98

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 737 1.82

シャープ株式会社 大阪市阿倍野区長池町22-22 653 1.61

ミヨシ電子株式会社 広島県三次市東酒屋町306 635 1.57

計 － 19,039 47.01

　

(8) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式      68,000

－
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 40,301,000 40,301 同上

単元未満株式 普通株式 133,649 － 同上

発行済株式総数 　 40,502,649 － －

総株主の議決権 － 40,301 －

（注）単元未満株式には当社所有の自己株式20株が含まれております。
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②　【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(%)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

田淵電機株式会社
大阪市淀川区宮原四丁目
２番21号

68,000 － 68,000 0.17

計 － 68,000 － 68,000 0.17

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 1,305 0
　 　 　

当期間における取得自己株式 300 0

(注)　当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―
　 　 　 　 　

保有自己株式数 68,020 ― 68,320 ―

(注)　当期間における保有自己株式には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主への利益還元を経営上の最重点課題の一つに据え、業績と財務状況を総合的に勘案し、安定

配当の維持を目指す考えであります。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の２回を基本的な方針としております。

配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

また、内部留保金につきましては、将来の成長分野への重点投入、さらには海外展開や環境対策などに活

用すると共に、連結経営基盤の一層の強化を通じて、株主の期待に応えてまいる所存であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、誠に遺憾ながら当事業年度の財政状態、今後の経営環境等諸

般の状況を勘案し、無配とさせていただきました。

　なお、当社は取締役会決議により、毎年９月30日を基準として、会社法第454条第５項の規定による中間配

当を行うことができる旨を定款に定めております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第70期 第71期 第72期 第73期 第74期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高(円) 508 317 289 197 288

最低(円) 210 81 115 69 108

(注)　株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成23年10月 11月 12月 平成24年１月 ２月 ３月

最高(円) 146 169 174 168 165 185

最低(円) 111 113 133 135 145 147

(注)　株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長
代表取締役

　 田　淵　暉　久 昭和17年３月７日生

昭和39年４月 当社入社

(注)３ 2,152

昭和45年９月 当社取締役

昭和48年９月 当社常務取締役

昭和51年10月 当社専務取締役

昭和58年10月 当社取締役社長

昭和58年10月 田淵電子工業㈱取締役社長

昭和61年６月 米国田淵電機取締役会長(現任)

平成３年７月 韓国トランス㈱代表理事(現任)

平成３年11月 タイ国田淵電機取締役会長

平成８年８月 田淵電子工業㈱取締役会長

平成12年４月 上海田淵変圧器有限公司董事長

平成12年４月 香港田淵電機有限公司董事長

平成17年６月 当社取締役会長(現任)

取締役社長
代表取締役

　 貝方士　利　浩 昭和35年９月20日生

昭和60年４月 田淵電子工業㈱入社

(注)３ 75

平成12年４月 同社経理電算部長

平成13年４月 当社入社　経営企画推進部長

平成17年６月 当社取締役社長(現任)

平成18年５月 香港田淵電機有限公司董事長(現任)

平成19年３月 上海田淵変圧器有限公司董事長

平成19年６月 田淵電子工業㈱取締役社長

平成19年９月 ベトナム田淵電機会長(現任)

平成22年５月 タイ国田淵電機取締役会長(現任)

平成22年６月
平成24年２月

田淵電子工業㈱取締役会長(現任)
江西碧彩田淵変圧器有限公司董事長(現
任)

取締役
副社長

グループ技術
開発・製造総

括
技術開発推進
本部統括

阪　部　茂　一 昭和23年４月14日生

昭和48年４月 三菱電機㈱入社

(注)３ 62

平成９年10月 同社先端技術総合研究所主管技師長

平成18年６月 当社入社　専務取締役
グループ技術開発総括兼R&Dセンター長

平成21年６月 グループ技術開発・製造総括(現任)兼R&D
センター長

平成23年４月
平成23年６月

技術開発推進本部統括(現任)
当社取締役副社長(現任)

取締役 　 吉　原　宅　二 昭和25年11月10日生

昭和49年３月 当社入社

(注)３ 51

平成２年９月 東京営業部長

平成14年７月 営業推進本部統括

平成15年６月 当社理事

平成17年６月 田淵電子工業㈱取締役社長

平成17年６月 当社取締役

平成18年６月 当社常務取締役
グループ営業総括

平成22年７月
平成24年６月

香港田淵電機有限公司総経理(現任)
当社取締役(現任)

取締役
経営企画本部
統括

山　口　嘉　男 昭和32年10月11日生

昭和55年３月 当社入社

(注)３ 36

平成13年４月 電源技術部長

平成15年７月 電源デバイス推進本部統括

平成16年３月 当社理事

平成17年６月 当社取締役

平成20年４月 電源システムビジネスグループ統括

平成21年４月 品質環境本部統括

平成21年６月 当社常務取締役

平成22年７月 スイッチング電源事業部長

平成23年４月
平成23年６月

経営企画本部統括(現任)
当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
経営管理
本部統括

佐々野　雅　雄 昭和33年10月15日生

昭和56年３月 当社入社

(注)３ 48

平成７年２月 タイ国田淵電機管理統括

平成17年６月 当社取締役（現任）
グループ管理本部統括

平成23年４月 経営管理本部統括（現任）

取締役

パワーエレク
トロニクス
事業推進本部
統括

坂　本　幸　隆 昭和34年10月６日生

昭和58年３月 当社入社

(注)３ 15

平成８年８月 大阪セブラ特販（ゼブラエンジニアリン
グ）取締役社長

平成15年４月 当社技術開発推進本部第１技術部長

平成20年４月 電源システムビジネスグループ
パワーエレクトロニクス事業部長

平成22年１月 当社理事役員

平成23年４月
 

平成23年６月

パワーエレクトロニクス事業推進
本部統括（現任）
当社取締役（現任）

取締役 　 塩 津　晴 二、 昭和15年１月４日生

昭和39年４月 早川電機工業(現シャープ㈱)入社

(注)３ 35

平成３年６月 同社取締役電化システム事業本部長

平成４年10月 同社常務取締役電子機器事業本部長

平成６年10月 同社代表取締役専務電子機器事業本部長

平成12年４月 同社代表取締役副社長管理統括

平成15年６月 同社代表取締役副社長退任、常勤顧問

平成17年６月 当社顧問

平成19年６月 当社取締役(現任)

取締役 　 広　田　嘉　章 昭和26年10月24日生

昭和56年11月 ＴＤＫ㈱入社

(注)３ -

平成11年７月 同社ソフト応用商品事業部長

平成22年４月 同社パワーシステムズビジネスグループ　
ゼネラルマネージャー(現任)

　 ＴＤＫラムダ㈱代表取締役社長(現任)

平成22年６月

平成23年６月

当社取締役(現任)

ＴＤＫ㈱執行役員(現任)

取締役 　 松　村　雄　次 昭和16年11月14日生

昭和42年４月 大阪ガス㈱入社

(注)３ 20

平成９年６月 同社取締役

平成14年６月 同社代表取締役副社長

平成17年６月 同社代表取締役副社長退任 顧問

兼　㈱ＫＲＩ取締役会長

平成20年６月 ㈱ＫＲＩ取締役会長退任

平成22年６月 当社取締役(現任)

監査役 常勤 尾　崎　利　明 昭和23年10月30日生

昭和47年４月 当社入社

(注)４ 39

平成８年10月 経営管理グループマネージャー

平成17年７月 理事役員グループ管理本部副統括兼経理

財務部長

平成21年４月 理事役員グループ管理本部副統括

平成21年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 　 米　田　秀　実 昭和31年12月24日生

昭和60年４月 弁護士登録(大阪弁護士会所属)

(注)５ 28
昭和60年４月 淀屋橋合同法律事務所(現 弁護士法人淀

屋橋・山上合同)入所(現任)

平成５年６月 当社監査役(現任)

監査役 　 林　　　浩　志 昭和36年11月27日生

昭和57年４月 中谷公認会計士事務所入所

(注)６ 23
昭和63年２月 税理士登録(近畿税理士会所属)

平成４年11月 林税理士事務所所長(現任)

平成６年６月 当社監査役(現任)

計 2,590

(注) １　取締役 塩津晴二、、広田嘉章及び松村雄次は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

２　監査役 米田秀実及び林浩志は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

３　取締役の任期は平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　監査役 尾崎利明の任期は平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

５　監査役 米田秀実の任期は平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

６　監査役 林浩志の任期は平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　基本的な考え方

企業は事業活動を通じて、社会とステークホルダーに対し、企業価値の向上と持続的な発展を遂げる

ことが存在意義であり、使命であると考えております。

　その事業活動の行動、運営については、法令遵守と環境への配慮のもと、公正、公平、透明なものでなけ

ればならないと認識しております。

　当社は、これらの下で事業活動を進めるにあたり、その基本であるコーポレート・ガバナンスの充実

に努めてまいります。

 

②　企業統治の体制

当社は、監査役設置会社であります。当社の各事業に関する豊富な知識と経験を持つ取締役が業務執

行を監督し、株主を含む幅広いステークホルダーの視点に立脚した社外取締役が取締役会の意思決定

に関し企業価値向上に向け適切な意見ならびに助言を行うことで、当社の経営基盤の安定と経営の透

明性をより一層高めることができ、また、社外監査役を含む監査役会による監査体制が経営監視機能と

して有効であると判断しており、この体制を採用しております。

取締役会につきましては、当社の規模等を鑑み、取締役10名にて構成されており、うち３名は社外取

締役であります。取締役会は、２ヶ月に１回の定例取締役会のほか、必要に応じ臨時取締役会を開催し、

法令、定款及び取締役会規則で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行

の状況を監督しております。また、当会社の業務執行を適切かつ効率的に行うための社長の諮問機関と

して経営会議を月1回開催し、経営に関わる重要事項の報告及び各課題に対する事前審議を行うことに

より、情報の共有及び業務執行の円滑化を図っております。

内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況は以下のとおりであります。

イ　取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、コンプライアンス経営を重要課題の一つとして位置づけ、全ての役員及び使用人が、法令遵

守はもとより定款・社内規程及び社会倫理を遵守した誠実な行動をとるための行動基準として「企

業行動規範」及び「コンプライアンス規程」を定めています。

　代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会は、グループ全体のコンプライアンス体制

の構築・維持・整備及び問題点の把握と改善に努めるとともに、役員及び使用人への教育と啓蒙活

動を行います。

　監査役は内部監査室と連係し、コンプライアンス体制と運用についての調査及びその有効性の有無

等について、取締役会に報告をするものとします。

ロ　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、株主総会・取締役会をはじめとする重要な会議の記録や、各取締役が主催するその他の重

要な会議の記録及び各取締役が「職務権限規程」に基づいて決裁した文書等、取締役の職務の執行

に係る情報については、法令及び社内規程に従い、その保存媒体に応じて適切かつ確実に検索性の高

い状態で記録・保存・管理します。

ハ　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、リスクの把握・認識及び適切な対応を行うため、「リスク管理規程」を定め、その推進役と

してグループ管理担当取締役をリスク管理に関する総括責任者に任命し、各担当役員と共に、カテゴ

リー毎のリスクについての管理責任者を決定し、重要リスクの洗出し・リスク情報の管理及びリス

ク対応体制の整備等、グループ全体のリスク管理体制を構築します。

　また、不測の事態が発生した場合の手続きを含む危機管理体制を整備し、迅速かつ適切な対応が行

われる体制を整えることとします。

　監査役及び内部監査室は、リスク管理の状況の監査を行い、取締役会等にその結果を報告し、取締役

会はその問題点の把握と改善に努めます。
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ニ　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、会社の業務執行に関して、「組織規程」「業務分掌規程」「職務権限規程」において、各部

門の業務範囲と各職位の権限を明確にし、業務運営の効率化を図ると共に、適切な業務手続を定めて

おります。取締役の職務執行につきましては、上記社内規程に加え取締役会において、取締役社長よ

り各取締役に対し委譲する職務範囲及び決裁権限を明確に定め、効率的に職務の執行が行われる体

制をとっています。

　取締役の職務の執行の検証については、取締役会及び経営会議等において、経営計画に基づいた計

画に対し、各担当取締役よりその執行状況を報告させ、施策及び効率的な業務遂行体制の検証と見直

しを行います。

ホ　当社ならびにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社グループにおいては、当社の企業行動規範に基づき、グループ会社が一体となった内部統制シ

ステムの構築を目指し、各子会社及び関連会社において当社に準拠したコンプライアンス推進体制

を整備させ、当社が必要な教育・研修等を支援します。

　グループ会社の管理については、グループ管理担当取締役が統括し、定期的に連絡会議等を開催す

るなど、業務の効率化と適正化を確保します。各子会社及び関係会社の所管業務については、各々の

担当役員が各会社の自主性を尊重しつつ、重要な事項については定期及び都度その報告を求める等

により、各会社に対する指導・支援を含めた管理を行います。

　監査役及び内部監査室は、定期または臨時に監査を実施し、取締役会等にその結果を報告し、取締役

会はその問題点の把握と改善に努めます。

ヘ　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制

ならびに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役が、その職務を補助すべき人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議の上、内部監

査室長及び室員等をその使用人として指名することができるものとします。

　また、監査役の職務を補助すべく指名された内部監査室の室長及び室員等は、監査役が指定する補

助すべき期間中において、指揮権は監査役へ委譲されたものとし、取締役及び上司の指揮命令は受け

ないものとします。

ト　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及び監

査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　当社の監査役は、取締役会及び経営会議等の主要な社内会議に出席し適時報告を受ける体制となっ

ています。加えて、取締役及び使用人は、当社及びグループ会社の業務または業績に大きな影響を及

ぼすおそれのある重要な事項については、監査役に都度報告をするものとします。

　また、監査役は、必要性に応じて適時、取締役及び使用人に対して報告を求め、必要と思われるその

他の会議に出席し、また書類の閲覧・提出を求めることができるものとします。

　監査役は、内部監査室及び会計監査人等と緊密な連携を保つための定期的な意見交換会の開催など

により、当社及びグループ会社の監査の実効性が確保できるものとします。

チ　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

Ⅰ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は、大阪府暴力団排除条例及び政府の犯罪対策閣僚会議幹事会の「企業が反社会的勢力による

被害を防止するための指針」を基本方針としております。

　これを実践するための具体的行動指針として、「企業行動規範」に「反社会的勢力、団体に対して

も、毅然たる態度で対応」することを明文化しております。

Ⅱ 反社会的勢力排除に向けた整備状況

　当社は、「企業行動規範」「コンプライアンス規程」を根拠規程に、コンプライアンス担当役員が

統括責任者となって、反社会的勢力対応の基本方針や、運営方針の全社への周知徹底を図っておりま

す。

　総務担当部門を窓口として、地域の警察、企業防衛対策協議会等と緊密に連携し、反社会的勢力対応

のための情報収集に努めております。
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③　内部監査及び監査役監査

内部監査につきましては、専任部署として内部監査室を設置しており、内部監査規程を制定し、法令、

定款、諸規程等の遵守状況について監査部門３名にて監査を実施し、会社財産の保全並びに経営効率の

向上に努めております。

監査役監査につきましては、監査役会は監査役３名で構成され、うち２名は社外監査役であります。

常勤監査役は当社内の経理関連部門で経理経験を有し、また、社外監査役のうち１名は税理士の資格を

有しており、それぞれ財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。監査役会は月１

回の監査役会のほか、必要に応じて臨時に監査役会を開催することとしております。監査役は取締役会

及び経営会議等の重要会議への出席、取締役等から受領した報告内容の検証、会社の業務及び財産状況

に関する調査等を通じて、取締役の職務の執行を監査するとともに、必要に応じて取締役及び取締役会

に対し助言または意見の表明等を行っております。また、監査役は内部監査室及び会計監査人と監査計

画、監査方針、及び監査実施状況に関して定期的な意見交換会を行っております。

 

④　社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は３名であります。また、社外監査役は２名であります。

イ　会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係、その他の利害関

係

・当社は、社外取締役広田嘉章氏が執行役員を務めるＴＤＫ㈱との間で、資本業務提携に関する合意

書を締結しており、材料仕入等の継続的な取引関係があります。

・社外取締役塩津晴二、氏は当社製品の主要販売先であるシャープ株式会社の出身であります。

・社外取締役松村雄次氏は、当社と共同でハイブリッド型のパワーコンディショナの技術開発を

行っている大阪ガス株式会社の出身であります。

・当社は、社外監査役米田秀実氏が所属する弁護士法人淀屋橋・山上合同との間で、顧問契約を締結

しております。

・社外監査役林浩志氏は、株式会社大阪証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じ

るおそれのない独立役員であります。

・社外取締役塩津晴二、氏は当社株式を35千株、社外取締役松村雄次氏は当社株式を20千株、社外監

査役米田秀実氏は当社株式を28千株、社外監査役林浩志氏は当社株式を23千株所有しております。

ロ　社外取締役及び社外監査役が会社の企業統治において果たす機能及び役割

社外取締役は、経営者等としての豊富な経験・実績・見識を有しており、当社の企業価値向上に向

け経営全般に的確な助言を行うとともに、取締役会での発言等を通じて、取締役会の意思決定の適正

性を確保する役割を担っております。

社外監査役は、それぞれ豊富な実務経験を有する専門家としての観点から経営を監視し、適時適切

な指導及び助言を得ることにより経営の客観性並びに透明性を高め、かつ適法性を保つ役割を担っ

ております。

ハ　社外取締役及び社外監査役の選任状況に関する会社の考え方

取締役10名のうち３名が経営者等としての豊富な経験・実績・見識を有した社外取締役であり、

当社の企業価値向上に向け、取締役会での発言等を通じて、取締役会の意思決定の適正性を確保する

うえで適切であると判断しております。

監査役３名のうち２名が専門家としての豊富な実務経験を有する社外監査役であり、経営の客観

性並びに透明性を高め、かつ適法性を保つ役割を担ううえで適切であると判断しております。

　なお、社外取締役及び社外監査役を選任するための会社からの独立性に関する基準又は方針はない

ものの、選任にあたっては、金融商品取引所の独立役員の独立性に関する判断基準を参考にしており

ます。
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ニ　社外取締役及び社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携

並びに内部統制部門との関係

社外監査役は、内部監査室及び会計監査人と監査計画、監査方針、及び監査実施状況に関して定期

的な意見交換会を行っております。社外取締役は、取締役会等で監査役及び内部監査室が実施した監

査等についての結果報告を受け、その問題点の把握と改善に努めております。

　
⑤　役員の報酬等

イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額
（百万円） 対象となる

役員の員数
（名）基本報酬

取締役
（社外取締役を除く。）

135 135 7

監査役
（社外監査役を除く。）

14 14 1

社外役員 18 18 4

ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

　月額報酬については、株主総会の決議により定められたそれぞれの報酬総額の上限額（取締役：月額

17,000千円、監査役：月額2,500千円）の範囲内において決定します。各取締役の月額報酬は、業績及び

経営環境等により判断した取締役会決議に基づき、報酬検討委員会での協議により決定し、各監査役の

月額報酬は、監査役の協議により決定しております。

　

⑥　株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数　　　　　　　　　　　  12銘柄

　貸借対照表計上額の合計額　　　　   517百万円

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び

保有目的
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（前事業年度）

　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

シャープ㈱ 432,550 356取引先企業との関係強化・維持

㈱池田泉州ホールディングス 170,200 19取引金融機関との関係強化・維持

ニチコン㈱ 11,500 13取引先企業との関係強化・維持

ＪＦＥホールディングス㈱ 4,450 10取引先企業との関係強化・維持

伊藤忠商事㈱ 5,775 5 取引先企業との関係強化・維持

みずほ証券㈱ 10,473 2 取引金融機関との関係強化・維持

㈱京写 10,000 1 取引先企業との関係強化・維持

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 900 1 取引先企業との関係強化・維持

パナソニック㈱ 205 0 取引先企業との関係強化・維持

みずほインベスターズ証券㈱ 1,966 0 取引金融機関との関係強化・維持

(注)　シャープ㈱を除く9銘柄は、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、上位10銘柄について記載

しております。

　

（当事業年度）

　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

シャープ㈱ 532,550 321取引先企業との関係強化・維持

㈱池田泉州ホールディングス 170,200 19取引金融機関との関係強化・維持

パナソニック㈱ 23,153 17取引先企業との関係強化・維持

ニチコン㈱ 11,500 11取引先企業との関係強化・維持

ＪＦＥホールディングス㈱ 4,450 7 取引先企業との関係強化・維持

伊藤忠商事㈱ 5,775 5 取引先企業との関係強化・維持

㈱みずほフィナンシャルグルー
プ

16,600 2 取引金融機関との関係強化・維持

㈱京写 10,000 1 取引先企業との関係強化・維持

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 1,800 1 取引先企業との関係強化・維持

(注)　シャープ㈱を除く8銘柄は、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、上位9銘柄について記載

しております。

 

⑦　会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は山田美樹、髙﨑充弘の両氏であり、有限責任監査法人

トーマツに所属しております。また、当社の会計監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士５名、会計

士補等３名であります。
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⑧　その他

イ　当社の取締役は３名以上とする旨を定款に定めております。

ロ　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定

めております。

ハ　当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議に

ついて、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議

決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

ニ　当社は、自己株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２

項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等による自己株式の取得を行うことができる旨

を定款に定めております。

ホ　当社は、中間配当について、株主への機動的な還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、

取締役会の決議によって中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 41 1 41 ―

連結子会社 ― ― ― 　　―

計 41 1 41 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

当社連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属している監査法人に対して

前連結会計年度は19百万円、当連結会計年度は18百万円の報酬を支払っております。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、前連結会計年度は、公認

会計士法第２条第１項の業務以外の業務(非監査業務)である英文財務諸表の作成支援業務についてで

あります。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は代表取締役が監査役会の同意を得て決定し

ております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)

に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成23年４月１日から平成24

年３月31日まで)及び事業年度(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、以下の通り連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

①　会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、

監査法人等の行うセミナーに参加しております。

②　将来の指定国際会計基準の適用に備え、現在関連部門での調査・検討を進めております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 1,350

※1
 1,556

受取手形及び売掛金 4,315 3,294

商品及び製品 1,043 1,670

仕掛品 397 345

原材料及び貯蔵品 2,141 1,922

繰延税金資産 10 16

その他 361 444

貸倒引当金 △1 △0

流動資産合計 9,619 9,251

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1
 1,800

※1
 1,904

減価償却累計額 △1,139 △1,184

建物及び構築物（純額） 660 719

機械装置及び運搬具 4,263 4,627

減価償却累計額 △3,090 △3,154

機械装置及び運搬具（純額） 1,172 1,472

土地 ※1
 90

※1
 86

建設仮勘定 37 33

その他 1,170 1,277

減価償却累計額 △908 △979

その他（純額） 261 297

有形固定資産合計 2,221 2,610

無形固定資産

のれん 6 －

その他 122 160

無形固定資産合計 128 160

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※2
 1,219

※1, ※2
 1,278

長期貸付金 12 10

繰延税金資産 21 14

その他 282 276

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 1,535 1,577

固定資産合計 3,885 4,347

繰延資産

株式交付費 － 6

社債発行費 10 5

繰延資産合計 10 11

資産合計 13,515 13,611
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,804 4,840

短期借入金 ※1
 1,879

※1
 1,793

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 880

※1
 1,083

1年内償還予定の社債 260 260

リース債務 192 208

未払法人税等 43 68

賞与引当金 102 115

その他 546 668

流動負債合計 9,709 9,038

固定負債

社債 540 280

長期借入金 ※1
 1,442

※1
 1,770

リース債務 317 249

退職給付引当金 558 613

繰延税金負債 28 24

資産除去債務 66 16

その他 103 100

固定負債合計 3,056 3,055

負債合計 12,765 12,093

純資産の部

株主資本

資本金 3,195 3,611

資本剰余金 － 416

利益剰余金 △1,255 △1,604

自己株式 △12 △12

株主資本合計 1,928 2,411

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △273 △2

繰延ヘッジ損益 △15 △4

為替換算調整勘定 △983 △971

その他の包括利益累計額合計 △1,273 △977

少数株主持分 94 84

純資産合計 749 1,517

負債純資産合計 13,515 13,611
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

売上高 32,921 26,598

売上原価 ※4
 29,888

※4
 23,936

売上総利益 3,032 2,661

販売費及び一般管理費 ※1, ※4
 2,373

※1, ※4
 2,180

営業利益 658 481

営業外収益

受取利息 2 1

受取配当金 10 7

為替差益 － 27

持分法による投資利益 21 22

デリバティブ利益 31 －

その他 22 20

営業外収益合計 88 80

営業外費用

支払利息 162 159

売上割引 71 45

為替差損 252 －

デリバティブ損失 － 100

その他 48 43

営業外費用合計 534 348

経常利益 212 212

特別利益

固定資産売却益 ※2
 3

※2
 6

資産除去債務戻入益 － 50

特別利益合計 3 56

特別損失

固定資産除売却損 ※3
 10

※3
 13

投資有価証券評価損 － 377

減損損失 3 －

退職給付制度移行損失 － 18

その他 － 13

特別損失合計 13 423

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

202 △154

法人税、住民税及び事業税 139 174

法人税等調整額 29 △3

法人税等合計 168 170

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

33 △324

少数株主利益 25 24

当期純利益又は当期純損失（△） 7 △348
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

33 △324

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △172 271

繰延ヘッジ損益 △15 11

為替換算調整勘定 △55 △1

持分法適用会社に対する持分相当額 △36 11

その他の包括利益合計 △279 ※1
 293

包括利益 △246 △31

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △269 △53

少数株主に係る包括利益 22 22
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 3,195 3,195

当期変動額

新株の発行 － 416

当期変動額合計 － 416

当期末残高 3,195 3,611

資本剰余金

当期首残高 － －

当期変動額

新株の発行 － 416

当期変動額合計 － 416

当期末残高 － 416

利益剰余金

当期首残高 △1,262 △1,255

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 7 △348

当期変動額合計 7 △348

当期末残高 △1,255 △1,604

自己株式

当期首残高 △12 △12

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △12 △12

株主資本合計

当期首残高 1,921 1,928

当期変動額

新株の発行 － 832

当期純利益又は当期純損失（△） 7 △348

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 6 482

当期末残高 1,928 2,411
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △100 △273

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△172 271

当期変動額合計 △172 271

当期末残高 △273 △2

繰延ヘッジ損益

当期首残高 － △15

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△15 11

当期変動額合計 △15 11

当期末残高 △15 △4

為替換算調整勘定

当期首残高 △895 △983

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△88 12

当期変動額合計 △88 12

当期末残高 △983 △971

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △996 △1,273

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△276 295

当期変動額合計 △276 295

当期末残高 △1,273 △977

少数株主持分

当期首残高 77 94

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 16 △9

当期変動額合計 16 △9

当期末残高 94 84

純資産合計

当期首残高 1,002 749

当期変動額

新株の発行 － 832

当期純利益又は当期純損失（△） 7 △348

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △260 285

当期変動額合計 △253 768

当期末残高 749 1,517
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

202 △154

減価償却費 527 482

減損損失 3 －

のれん償却額 12 6

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △1

退職給付引当金の増減額（△は減少） △40 56

受取利息及び受取配当金 △12 △9

支払利息 162 159

持分法による投資損益（△は益） △21 △22

有形固定資産除売却損益（△は益） 6 7

投資有価証券評価損益（△は益） － 377

資産除去債務戻入益 － △50

売上債権の増減額（△は増加） △733 991

たな卸資産の増減額（△は増加） △306 △389

その他の流動資産の増減額（△は増加） 68 △90

仕入債務の増減額（△は減少） △477 △936

その他の流動負債の増減額（△は減少） △124 86

その他 185 33

小計 △549 546

利息及び配当金の受取額 12 9

利息の支払額 △161 △154

法人税等の支払額 △213 △148

営業活動によるキャッシュ・フロー △911 253

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △392 △700

有形固定資産の売却による収入 8 16

無形固定資産の取得による支出 △9 △22

投資有価証券の取得による支出 △26 △139

その他 △4 8

投資活動によるキャッシュ・フロー △423 △837

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,664 △73

長期借入れによる収入 600 1,551

長期借入金の返済による支出 △915 △1,024

社債の償還による支出 △260 △260

株式の発行による収入 － 822

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △178 △197

少数株主への配当金の支払額 △47 △19

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 862 799

現金及び現金同等物に係る換算差額 △29 △7

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △502 206

現金及び現金同等物の期首残高 1,852 1,350

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 1,350

※1
 1,556
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１　連結の範囲に関する事項

すべての子会社(６社)を連結の範囲に含めております。

主要な連結子会社

田淵電子工業㈱

タイ国田淵電機

香港田淵電機有限公司

上海田淵変圧器有限公司

ベトナム田淵電機

　

２　持分法の適用に関する事項

すべての関連会社(韓国トランス㈱、煙台東山電機有限公司、江西碧彩田淵変圧器有限公司)について持分

法を適用しております。なお、当連結会計年度に江西碧彩田淵変圧器有限公司を設立し、持分法適用の範

囲に含めております。

韓国トランス㈱、煙台東山電機有限公司の決算日は12月31日でありますが、連結決算日における仮決算に

基づく財務諸表を使用しております。江西碧彩田淵変圧器有限公司の決算日は12月31日であり、連結決算

日との間に生じた重要な取引については必要な調整を行っております。

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名　上海田淵変圧器有限公司

決算日　12月31日

上海田淵変圧器有限公司の決算日は12月31日でありますが、連結財務諸表の作成にあたっては、連結決算

日における仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

　

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

②　たな卸資産

主として総平均法による原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法)

③　デリバティブ取引により生じる債権及び債務

時価法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く)

主として定率法によっており、在外連結子会社については定額法によっております。

主な耐用年数は建物５年～38年、構築物５年～15年、機械装置３年～10年

②　無形固定資産(リース資産及びのれんを除く)

定額法によっております。

③　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、当社及び国内連結子会社の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

(3) 繰延資産の処理方法

      株式発行費

　　　３年間で均等償却しております。

社債発行費

社債の償還までの期間にわたり利息法により償却しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、連結会計年度負担額を計上しておりま

す。

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

（追加情報）

当社の退職給付制度は、適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成23年７月１日から確定拠出

年金制度及び退職一時金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計

基準適用指針第１号）を適用しております。本移行により、当連結会計年度の特別損失として18百万

円を計上しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めて計上しております。
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(6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、為替予約取引のうち振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理を、また、金利スワッ

プ取引のうち特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…デリバティブ取引

　(為替予約取引、金利スワップ取引、金利通貨スワップ取引、銅スワップ取引)

・ヘッジ対象…借入金、外貨建金銭債権債務、銅線仕入

③　ヘッジ方針

為替変動リスク、金利変動リスク及び銅の市場価格変動リスクをヘッジするために、デリバティブ取

引を行っております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ

・フロー変動の累計を比較しております。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

５年間で定額法により償却しております。

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する定期預金からなっております。

(9) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

  ②連結納税制度の適用

　　　当連結会計年度より連結納税制度を適用しております。

　

【追加情報】

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用し

ております。　　
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

※１　担保資産及び対応債務

担保に供している資産

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

現金及び預金 120百万円 120百万円

建物及び構築物 199百万円 195百万円

土地 88百万円 86百万円

投資有価証券 434百万円 314百万円

計 842百万円 717百万円

対応債務

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

短期借入金 220百万円 320百万円

１年内返済予定の長期借入金 368百万円 576百万円

長期借入金 985百万円 1,134百万円

計 1,574百万円 2,031百万円

※２　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

投資有価証券（株式） 701百万円 756百万円

　

(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

荷造・運送費 688百万円 423百万円

役員報酬・給与手当 831百万円 875百万円

賞与引当金繰入額 19百万円 26百万円

退職給付引当金繰入額 46百万円 28百万円

減価償却費 49百万円 44百万円

※２　固定資産売却益の主なものは次の通りであります。

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

機械装置及び運搬具 2百万円 0百万円

土地 ―百万円 5百万円

　 　 　

※３　固定資産除売却損の主なものは次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

建物及び構築物 9百万円 5百万円

機械装置及び運搬具 0百万円 6百万円
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※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

　 575百万円 628百万円

　

(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　　その他有価証券評価差額金

　　当期発生額 △105百万円

　　組替調整額 377百万円

　　　税効果調整前 271百万円

　　　税効果額 △0百万円

　　その他有価証券評価差額金 271百万円

　　繰延ヘッジ損益

　　当期発生額 △4百万円

　　組替調整額 15百万円

　　　税効果調整前 11百万円

　　　税効果額 ―百万円

　　繰延ヘッジ損益 11百万円

　　為替換算調整勘定

　　当期発生額 △1百万円

　　持分法適用会社に対する持分相当額

　　当期発生額 11百万円

　その他の包括利益合計 293百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 35,302 ― ― 35,302

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 64,301 2,414 ― 66,715

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　    2,414株

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 35,302 5,200 ― 40,502

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　第三者割当増資による新株の発行による増加　    5,200千株

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 66,715 1,305 ― 68,020

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　    1,305株

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

現金及び預金勘定 1,350百万円 1,556百万円

現金及び現金同等物 1,350百万円 1,556百万円
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(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引

（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

イ)リース資産の内容

・有形固定資産

　主として、生産設備(機械装置及び運搬具)、試験設備(その他)であり、各科目に含めて記載しておりま

す。

・無形固定資産

　主として、ソフトウエア(その他)であり、各科目に含めて記載しております。

ロ)リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計処理基準に関する事項(2)重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載の通りであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のと

おりであります。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

前連結会計年度(平成23年３月31日)

　
機械装置
及び運搬具

その他
(有形固定資産)

無形固定資産 合計

取得価額相当額 171百万円 68百万円 63百万円 303百万円

減価償却累計額相当額 110百万円 56百万円 51百万円 218百万円

期末残高相当額 61百万円 12百万円 12百万円 85百万円

　

当連結会計年度(平成24年３月31日)

　
機械装置
及び運搬具

その他
(有形固定資産)

無形固定資産 合計

取得価額相当額 150百万円 34百万円 27百万円 212百万円

減価償却累計額相当額 116百万円 33百万円 24百万円 175百万円

期末残高相当額 33百万円 1百万円 2百万円 37百万円

　

②　未経過リース料期末残高相当額

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

１年以内 50百万円 24百万円

１年超 38百万円 13百万円

合計 88百万円 38百万円

③　当連結会計年度の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

支払リース料 67百万円 51百万円

減価償却費相当額 63百万円 48百万円

支払利息相当額 2百万円 1百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等安全性の高い金融資産に限定し、設備投資資金

及び運転資金の調達は、主に銀行等金融機関からの短期・長期借入及び社債発行により行っておりま

す。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機目的のための取引は行わな

い方針であります。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに

事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりま

す。投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動

リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その一部には外貨建

てのものがあり、為替の変動リスクに晒されています。借入金、社債及びファイナンス・リース取引に

係るリース債務は、主に運転資金及び設備投資資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後

5年内であります。そのうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されていますが、デリバ

ティブ取引（金利スワップ取引等）を利用してヘッジしているものがあります。

デリバティブ取引は、外貨建ての金銭債権債務等に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目

的とした先物為替予約取引、支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取

引等、銅の市場価格の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした銅スワップ取引であります。なお、

ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計処理基準に関する事項（6）重要なヘッジ

会計の方法」を参照ください。

　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社及び連結子会社は、債権管理規程に従い、営業債権について、営業管理部門および経営管理部門が

主要な取引先の状況をモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等

の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い

金融機関とのみ取引を行っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクにさらされる金融資産の貸借対照表

価額により表されています。
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②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社及び一部の連結子会社は、通常の取引の範囲内で、外貨建金銭債権債務に係る将来の為替レート

の変動リスクを回避する目的で、為替予約取引を利用してヘッジしております。この他に、当社は変動金

利支払の長期借入金の支払利息を固定化する目的で、金利スワップ取引等を利用しております。また、当

社は原材料である銅の市場価格の変動を固定化する目的で銅スワップ取引を利用しております。なお、

当社が利用しているデリバティブ取引には、投機目的及びレバレッジ効果の高い取引はありません。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また、取引先企業との関係を

勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引についての基本方針は取締役会で決定され、取引の実行及び管理は経営管理部門が

行っております。なお、社債の発行、多額の借入金等は、取締役会の専決事項でありますので、それに伴う

為替予約の締結、金利スワップおよび銅スワップ等も、同時に取締役会で決定されることになります。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社及び連結子会社は、各部署からの報告に基づき経営管理部門が適時に資金繰計画を作成・更新す

るとともに、手元流動性を維持することを勘案し、流動性リスクを管理しております。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を

採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記にお

けるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リ

スクを示すものではありません。

　

(5) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち32％が特定の大口顧客に対するものであります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません（(注２)参照）。

 

前連結会計年度（平成23年３月31日）

（単位：百万円）

　 連結貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

(１) 現金及び預金 1,350 1,350 ―

(２) 受取手形及び売掛金 4,315 4,315 ―

(３) 投資有価証券 　 　 　

     その他有価証券 438 438 ―

(４) 支払手形及び買掛金 (5,804) (5,804) ―

(５) 短期借入金 (1,879) (1,879) ―

(６) 長期借入金 (2,322) (2,323) (0)

(７) 社債 (800) (802) (2)

(８) リース債務 (509) (519) (10)

(９) デリバティブ取引 (22) (22) ―

（*) 負債に計上されているものについては、（　）で示しています。

　　当連結会計年度（平成24年３月31日）　

（単位：百万円）

　 連結貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

(１) 現金及び預金 1,556 1,556 ―

(２) 受取手形及び売掛金 3,294 3,294 ―

(３) 投資有価証券 　 　 　

     その他有価証券 392 392 ―

(４) 支払手形及び買掛金 (4,840) (4,840) ―

(５) 短期借入金 (1,793) (1,793) ―

(６) 長期借入金 (2,853) (2,860) (6)

(７) 社債 (540) (542) (2)

(８) リース債務 (457) (463) (5)

(９) デリバティブ取引 (69) (69) ―

（*) 負債に計上されているものについては、（　）で示しています。
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(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(１) 現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(３) 投資有価証券

これらの時価については取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項につ

いては「有価証券関係」注記を参照ください。

(４) 支払手形及び買掛金、並びに（５）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(６) 長期借入金、並びに（７）社債

これらの時価については、元利金の合計額を同様の資金調達を行った場合に想定される利率で割り引いて算定す

る方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利ス

ワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率

で割り引いて算定する方法によっております。

（８) リース債務

リース債務の時価については、元利金の合計額を同様のリースを行った場合に想定される利率で割り引いて算定

する方法によっております。

（９) デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

　

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

 
（単位：百万円）

区分 平成23年３月31日 平成24年３月31日

非上場株式 780 885

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるため、「（3）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

 

(注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　　前連結会計年度（平成23年３月31日）　

(単位：百万円）

　 １年以内

現金及び預金 1,350

受取手形及び売掛金 4,315

　

　　当連結会計年度（平成24年３月31日）　

(単位：百万円）

　 １年以内

現金及び預金 1,556

受取手形及び売掛金 3,294

　

(注４) 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

連結附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」を参照ください。
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(有価証券関係)

１　その他有価証券

前連結会計年度(平成23年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

①　株式 31 20 11

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

　　小計 31 20 11

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

①　株式 486 771 △285

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

　　小計 486 771 △285

合計 517 791 △273

　

　　　当連結会計年度(平成24年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

①　株式 18 11 7

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

　　小計 18 11 7

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

①　株式 502 512 △9

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

　　小計 502 512 △9

合計 521 523 △2

(注)１下落率が30～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安値と帳簿価格

との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの

各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しております。

    ２表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有

価証券評価損377百万円を計上しております。
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(デリバティブ取引関係)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(１) 通貨関連

　前連結会計年度（平成23年３月31日）

　 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以外の
取引

為替予約取引
　売建
　　米ドル
    日本円
　買建
　　米ドル
    日本円

 
1,538
180
 
174
358

 
―
―
 
―
―

 
△4
2
 
1
△6

 
△4
2
 
1
△6

合計 2,251 ― △6 △6

（注）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格によっております。

　

　当連結会計年度（平成24年３月31日）

　 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以外の
取引

為替予約取引
　売建
　　米ドル
    日本円
　買建
　　米ドル
    日本円

 
1,744
511
 
419
215

 
―
―
 
―
―

 
△47
△5
 
△5
△6

 
△47
△5
 
△5
△6

合計 2,891 ― △65 △65

（注）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格によっております。

　

(２) 金利通貨関連

　前連結会計年度（平成23年３月31日）

 　 該当事項はありません。

 

　当連結会計年度（平成24年３月31日）

　 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以外の
取引

金利通貨スワップ取引
 米ドル変動受取
 タイバーツ固定支払

45 27 △2 △2
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２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(１) 通貨関連

　前連結会計年度（平成23年３月31日）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ取引
の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

為替予約等の
振当処理

為替予約取引
　買建
　　米ドル

買掛金 29 ― （注）

（注）為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されているため、その時

価は、当該買掛金の時価に含めて記載しております。

 

　当連結会計年度（平成24年３月31日）

    該当事項はありません。

　

(２) 金利関連

　前連結会計年度（平成23年３月31日）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ取引
の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等の
うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 230 45 （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

　当連結会計年度（平成24年３月31日）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ取引
の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等の
うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 636 457 （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

(３) 銅関連

　前連結会計年度（平成23年３月31日）

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の種類等 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

繰延ヘッジ処理
銅スワップ取引
　受取変動・支払固定

銅線仕入 228 ― △15

 （注）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格によっております。

 

当連結会計年度（平成24年３月31日）

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の種類等 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

繰延ヘッジ処理
銅スワップ取引
　受取変動・支払固定

銅線仕入 220 ― △4

 （注）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格によっております。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

(1) 当社及び連結子会社の退職給付制度

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりましたが、平成

23年７月１日から適格退職年金制度を廃止し、確定拠出年金制度及び退職一時金制度へ移行いたしま

した。連結子会社２社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされな

い割増退職金を支払う場合があります。

(2) 制度別補足説明

①　退職一時金制度

　 設立時期

当社及び連結子会社(２社) 会社設立時等

②　確定拠出年金制度

　 設立時期

当社 平成23年

③　適格退職年金

　 設立時期

当社 昭和48年

　　　なお適格退職年金は平成23年７月１日に廃止しております。

　

２　退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

①　退職給付債務（百万円） 1,124 675

②　未認識数理計算上の差異（百万円） △111 △61

③　年金資産（百万円） △453 ―

④　退職給付引当金（百万円） 558 613

(注)１ 連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

    ２ 当連結会計年度における適格退職年金制度から確定拠出年金制度及び退職一時金制度への移行に伴う影響額は

次のとおりであります。

退職給付債務の減少 △469百万円

年金資産の移管額 423百万円

未認識数理計算上の差異 61百万円

退職給付引当金の増加 15百万円
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３　退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
  至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
  至　平成24年３月31日)

①　勤務費用（百万円） 83 62

②　利息費用（百万円） 19 11

③　期待運用収益（百万円） △9 △2

④　数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 26 14

⑤  退職給付費用（百万円） 119 86

⑥　確定拠出年金制度等への移行に伴う損益（百万円） ― 18

⑦　その他（百万円） ― 25

計（百万円） 119 130

(注)１ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「①勤務費用」に計上しております。

    ２ 「⑦　その他」は、確定拠出年金への掛金支払額であります。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法

  期間定額基準

 

(2) 割引率

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
  至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
  至　平成24年３月31日)

主として2.0％ 主として2.0％

　

(3) 期待運用収益率

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
  至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
  至　平成24年３月31日)

2.0％ 2.0％

　

(4) 数理計算上の差異の処理年数

 　　10年 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額を費用処理する方

　　　　　 法。ただし、翌連結会計年度から費用処理することとしております。)

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

(流動の部) 　 　

繰延税金資産 　 　

賞与引当金 27百万円 30百万円

たな卸資産 7百万円 14百万円

繰越欠損金 2百万円 ―百万円

その他 20百万円 24百万円

繰延税金資産小計 58百万円 69百万円

評価性引当額 △47百万円 △52百万円

繰延税金資産合計 10百万円 16百万円

　 　 　

(固定の部) 　 　

繰延税金資産 　 　

投資有価証券 ―百万円 134百万円

退職給付引当金 219百万円 209百万円

資産除去債務 24百万円 4百万円

繰越欠損金 1,307百万円 858百万円

その他 50百万円 40百万円

繰延税金資産小計 1,601百万円 1,247百万円

評価性引当額 △1,580百万円 △1,232百万円

繰延税金資産合計 21百万円 14百万円

　 　 　

繰延税金負債 　 　

関係会社留保利益 25百万円 22百万円

その他 2百万円 2百万円

繰延税金負債合計 28百万円 24百万円

繰延税金負債の純額 6百万円 10百万円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

国内の法定実効税率 40.4％ 40.4％

(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入されな
い項目

8.3％ △6.7％

評価性引当額の増減等 25.9％ △122.2％

海外子会社税率差異 △12.5％ 13.4％

国外源泉所得税 14.2％ △30.1％

その他 7.2％ △5.4％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

83.5％ △110.6％
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３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律及び東日本

大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12月２

日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成24年４

月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の40.4％から、回収又は支

払が見込まれる期間が平成24年４月１日から平成27年３月31日までのものは38.0％、平成27年４月１日以

降のものについては35.6％にそれぞれ変更されております。

　その結果、繰延税金資産及び繰延税金負債の金額に与える影響はありません。

 

(資産除去債務関係)

　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

　変成器事業及び電源機器事業の建物及び土地の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を９年から40年と見積り、割引率は1.4％から5.0％を使用する等により資産除去債務の

金額を計算しております。

 

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 

　
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
  至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
  至　平成24年３月31日)

期首残高（注） 65百万円 66百万円

資産除去債務の戻入額 ―百万円 △50百万円

時の経過による調整額 0百万円 0百万円

期末残高 66百万円 16百万円

(注) 前連結会計年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を

適用したことによる残高であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　
１  報告セグメントの概要

 (１)　報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高意思決定

機関が、経営資源の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社は、事業単位を基礎として、主に製品の種類、製造方法の類似性に基づき「変成器事業」、「電源機

器事業」を報告セグメントとしております。

 (２)　各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「変成器事業」は、産業用・民生用トランス等を製造・販売しております。

　「電源機器事業」は、産業用・民生用各種電源装置、パワーコンディショナ等を製造・販売しておりま

す。

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市

場実勢価格に基づいております。

　

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２変成器事業 電源機器事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 9,585 23,336 32,921 ― 32,921

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,852 ― 1,852 △1,852 ―

計 11,437 23,336 34,773 △1,852 32,921

セグメント利益 314 351 666 △7 658

セグメント資産 4,940 6,440 11,380 2,134 13,515

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 202 324 527 ― 527

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

168 348 517 ― 517

 (注) １ セグメント利益の調整額△7百万円には、のれんの償却額△12百万円等が含まれております。

２ セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３ セグメント資産の調整額2,134百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社資産

は、主に報告セグメントに帰属しない現金及び預金、投資有価証券であります。
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当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２変成器事業 電源機器事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 8,312 18,285 26,598 ― 26,598

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,482 ― 1,482 △1,482 ―

計 9,794 18,285 28,080 △1,482 26,598

セグメント利益 364 123 487 △6 481

セグメント資産 4,303 6,752 11,056 2,555 13,611

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 165 316 482 ― 482

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

232 707 939 ― 939

 (注) １ セグメント利益の調整額△6百万円には、のれんの償却額△6百万円等が含まれております。

２ セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３ セグメント資産の調整額2,555百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社資産

は、主に報告セグメントに帰属しない現金及び預金、投資有価証券であります。

　

【関連情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　 　 　 　 (単位：百万円)

日本 中国 タイ国 その他 合計

19,172 8,566 3,612 1,570 32,921

（注）売上高は顧客の所在地を基礎として、国に分類しております。なお、中国には香港を含んでおります。

 

(2) 有形固定資産

　 　 　 　 (単位：百万円)

日本 中国 タイ国 ベトナム 合計

528 950 345 396 2,221

（注）中国には香港を含んでおります。

 

３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

シャープ株式会社 14,881変成器事業及び電源機器事業
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当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　 　 　 　 (単位：百万円)

日本 中国 タイ国 その他 合計

13,976 6,505 3,072 3,043 26,598

（注）売上高は顧客の所在地を基礎として、国に分類しております。なお、中国には香港を含んでおります。

 

(2) 有形固定資産

　 　 　 　 (単位：百万円)

日本 中国 タイ国 ベトナム 合計

686 971 538 413 2,610

（注）中国には香港を含んでおります。

 

３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

シャープ株式会社 10,073変成器事業及び電源機器事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

全社・消去 合計
変成器事業 電源機器事業 計

減損損失 ― 3 3 ― 3

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　        　該当事項はありません。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
全社・消去
（注）

合計
変成器事業 電源機器事業 計

当期償却額 ― ― ― 12 12

当期末残高 ― ― ― 6 6

（注）全社・消去の金額は、上海田淵変圧器有限公司の株式追加取得時に生じたものであります。

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
全社・消去
（注）

合計
変成器事業 電源機器事業 計

当期償却額 ― ― ― 6 6

当期末残高 ― ― ― ― ―

（注）全社・消去の金額は、上海田淵変圧器有限公司の株式追加取得時に生じたものであります。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。

　

  【関連当事者情報】

  該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び算定

上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 18円59銭 35円44銭

(算定上の基礎） 　 　

連結貸借対照表の純資産の部の合計額
(百万円)

749 1,517

普通株式に係る純資産額(百万円) 654 1,433

普通株式の発行済株式数(千株) 35,302 40,502

普通株式の自己株式数(千株) 66 68

１株当たり純資産の算定に
用いられた普通株式の数(千株)

35,235 40,434

　

項目
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年3月31日)

(2) １株当たり当期純利益又は当期純損失
（△）

0円21銭 △8円88銭

(算定上の基礎） 　 　

当期純利益又は当期純損失（△）
(百万円)

7 △348

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失
（△）(百万円)

7 △348

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,236 39,284

(注)　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当連結会計年度は当期純損失であり、また潜在株式がない

ため、前連結会計年度は潜在株式がないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

当社の子会社である田淵電子工業株式会社は、同社が賃借しております工場の土地、建物を平成24年４

月20日に570百万円で取得いたしました。当該子会社は、当社の戦略事業であるパワーコンディショナの

主力生産工場であり、本物件の取得により今後の事業拡大等に対し機動的な対応が可能となります。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率(％) 担保 償還期限

提出会社 第２回無担保社債 平成20年9月30日 400
240
(160)

年1.15
無担保
社債

平成25年９月30日

提出会社 第３回無担保社債 平成21年2月27日 400
300
(100)

年0.93
無担保
社債

平成27年２月27日

合計 ― ― 800
540
(260)

― ― ―

(注) １　「当期末残高」欄の(内書)は１年内償還予定の金額であります。

２　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりであります。
　

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

260 180 100 ― ―

　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,879 1,793 2.28 ―

１年内返済予定の長期借入金 880 1,083 2.53 ―

１年内返済予定のリース債務 192 208 5.24 ―

長期借入金(１年内返済予定のも
のを除く。)

1,442 1,770 2.84
平成25年４月１日から
平成29年３月31日

リース債務(１年内返済予定のも
のを除く。)

317 249 4.43
平成25年４月５日から
平成29年２月28日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 4,711 5,105 ― ―

(注) １　「平均利率」については借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びリース債務(１年内返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下

のとおりであります。
　

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 1,115 363 161 130

リース債務 122 65 43 18

　

EDINET提出書類

田淵電機株式会社(E01823)

有価証券報告書

63/93



　

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

 

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 6,426 14,234 20,957 26,598

税金等調整前
四半期純利益又は
税金等調整前
四半期(当期)純損
失(△)

(百万円) △50 114 169 △154

四半期純利益又は
四半期(当期)純損
失(△)

(百万円) △84 20 35 △348

１株当たり
四半期純利益又は
１株当たり
四半期(当期)純損
失(△)

(円) △2.36 0.53 0.92 △8.88

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益又は
１株当たり
四半期純損失(△)

(円) △2.36 2.59 0.39 △9.51
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 672

※1
 969

受取手形 49 64

売掛金 ※2
 2,322

※2
 1,699

商品及び製品 489 1,078

仕掛品 59 53

原材料及び貯蔵品 40 69

前払費用 20 20

短期貸付金 ※2
 1,752

※2
 2,060

未収入金 ※2
 101

※2
 292

材料支給未収入金 ※2
 49

※2
 31

立替金 ※2
 150

※2
 188

その他 63 87

貸倒引当金 △1 △0

流動資産合計 5,769 6,616

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 397

※1
 437

減価償却累計額 △277 △287

建物（純額） 120 149

構築物 26 33

減価償却累計額 △26 △26

構築物（純額） 0 6

機械及び装置 152 191

減価償却累計額 △140 △134

機械及び装置（純額） 12 57

工具、器具及び備品 507 601

減価償却累計額 △370 △426

工具、器具及び備品（純額） 136 174

土地 ※1
 380

※1
 363

建設仮勘定 － 5

有形固定資産合計 650 757

無形固定資産

ソフトウエア 13 41

ソフトウエア仮勘定 － 11

水道施設利用権 0 0

無形固定資産合計 14 52
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 513

※1
 517

関係会社株式 2,703 2,858

従業員に対する長期貸付金 12 10

関係会社長期貸付金 66 70

その他 180 155

投資損失引当金 △585 △585

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 2,890 3,026

固定資産合計 3,555 3,835

繰延資産

株式交付費 － 6

社債発行費 10 5

繰延資産合計 10 11

資産合計 9,335 10,464

負債の部

流動負債

支払手形 2,195 2,249

買掛金 ※2
 1,958

※2
 1,929

短期借入金 150 210

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 760

※1
 857

1年内償還予定の社債 260 260

リース債務 56 80

未払金 ※2
 109

※2
 173

未払費用 37 40

未払法人税等 15 18

未払消費税等 0 －

預り金 10 19

賞与引当金 51 62

その他 17 7

流動負債合計 5,623 5,909

固定負債

社債 540 280

長期借入金 ※1
 1,302

※1
 1,534

長期未払金 101 99

リース債務 157 182

退職給付引当金 373 414

繰延税金負債 30 26

資産除去債務 3 3

その他 1 1

固定負債合計 2,509 2,542

負債合計 8,133 8,451
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,195 3,611

資本剰余金

資本準備金 － 416

資本剰余金合計 － 416

利益剰余金

利益準備金 10 10

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,720 △2,012

利益剰余金合計 △1,709 △2,002

自己株式 △12 △12

株主資本合計 1,473 2,012

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △271 0

評価・換算差額等合計 △271 0

純資産合計 1,201 2,013

負債純資産合計 9,335 10,464
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

売上高 23,913 16,437

売上原価

製品期首たな卸高 879 489

当期製品製造原価 ※5
 1,827

※5
 2,088

当期製品仕入高 ※1, ※4
 19,634

※1, ※4
 13,283

その他の原価 149 172

合計 22,491 16,034

製品期末たな卸高 489 1,078

売上原価合計 22,002 14,955

売上総利益 1,911 1,481

販売費及び一般管理費 ※2, ※5
 1,685

※2, ※5
 1,461

営業利益 226 20

営業外収益

受取利息 ※1
 35

※1
 15

受取配当金 ※1
 85

※1
 312

デリバティブ利益 16 －

その他 12 17

営業外収益合計 149 345

営業外費用

支払利息 87 79

社債利息 18 13

売上割引 71 45

為替差損 265 8

デリバティブ損失 － 42

その他 25 29

営業外費用合計 468 218

経常利益又は経常損失（△） △93 147

特別損失

固定資産除売却損 ※3
 0

※3
 9

投資有価証券評価損 － 377

投資損失引当金繰入額 293 －

減損損失 3 －

退職給付制度移行損失 － 18

特別損失合計 296 405

税引前当期純損失（△） △390 △257

法人税、住民税及び事業税 53 38

法人税等調整額 － △3

法人税等合計 53 34

当期純損失（△） △443 △292
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 341 18.4 235 11.3

Ⅱ　労務費 　 986 53.3 1,187 57.0

Ⅲ　経費 　 524 28.3 659 31.7

　　　(業務委託費) 　 (159)　 (172)　

　　　(旅費交通費) 　 (74)　 (86)　

      (賃借料) 　 (96)　 (99)　

　　　(減価償却費) 　 (63)　 (83)　

　　　(その他の費用) 　 (130)　 (217)　

　　当期総製造費用 　 1,853 100.0 2,082 100.0

　　仕掛品期首たな卸高 　 34　 59　

合計 　 1,887　 2,142　

　　仕掛品期末たな卸高 　 59　 53　

　　当期製品製造原価 　 1,827　 2,088　

　 　 　 　 　 　

　

　（原価計算の方法）

　　当社の原価計算は標準原価に基づく総合原価計算を採用しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 3,195 3,195

当期変動額

新株の発行 － 416

当期変動額合計 － 416

当期末残高 3,195 3,611

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 － －

当期変動額

新株の発行 － 416

当期変動額合計 － 416

当期末残高 － 416

資本剰余金合計

当期首残高 － －

当期変動額

新株の発行 － 416

当期変動額合計 － 416

当期末残高 － 416

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 10 10

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10 10

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △1,276 △1,720

当期変動額

当期純損失（△） △443 △292

当期変動額合計 △443 △292

当期末残高 △1,720 △2,012

利益剰余金合計

当期首残高 △1,266 △1,709

当期変動額

当期純損失（△） △443 △292

当期変動額合計 △443 △292

当期末残高 △1,709 △2,002

自己株式

当期首残高 △12 △12

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △12 △12

EDINET提出書類

田淵電機株式会社(E01823)

有価証券報告書

70/93



(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本合計

当期首残高 1,917 1,473

当期変動額

新株の発行 － 832

当期純損失（△） △443 △292

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △443 539

当期末残高 1,473 2,012

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △99 △271

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△172 272

当期変動額合計 △172 272

当期末残高 △271 0

評価・換算差額等合計

当期首残高 △99 △271

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△172 272

当期変動額合計 △172 272

当期末残高 △271 0

純資産合計

当期首残高 1,818 1,201

当期変動額

新株の発行 － 832

当期純損失（△） △443 △292

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △172 272

当期変動額合計 △616 811

当期末残高 1,201 2,013
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【重要な会計方針】

１　有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式

　移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

　時価のある有価証券

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

　時価のない有価証券

移動平均法に基づく原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品 総平均法による原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法)

原材料 移動平均法による原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法)

３　デリバティブ取引により生じる債権及び債務の評価基準及び評価方法

　　　時価法によっております。

４　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

　平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法、それ以外の有形固定資

産については定率法によっております。主な耐用年数は、建物15年～38年、構築物15年、機械装置７年～９

年、工具器具備品５年であります。

無形固定資産(リース資産を除く)

　定額法によっております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年3月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５　繰延資産の処理方法

株式交付費

３年間で均等償却しております。

　　社債発行費

　　社債の償還までの期間にわたり利息法により償却しております。

６　重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

７　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。

(追加情報)

当社の退職給付制度は、適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成23年７月１日から確定拠出年

金制度及び退職一時金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準

適用指針第１号）を適用しております。本移行により、当事業年度の特別損失として18百万円を計上し

ております。

(4) 投資損失引当金

関係会社への投資に対する損失に備えるため、その財政状態等を勘案し必要額を計上しております。

８　ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、為替予約取引のうち、振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理を、また、金利スワッ

プ取引のうち、特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

デリバティブ取引(為替予約取引、金利スワップ取引)

・ヘッジ対象

借入金、外貨建金銭債権債務

③　ヘッジ方針

為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジするために、デリバティブ取引を行っております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計を比較しております。

９　その他財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

②　連結納税制度の適用

　　当事業年度より連結納税制度を適用しております。
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【追加情報】

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用してお

ります。

　

【注記事項】

(貸借対照表関係)

※１　担保提供資産と対応債務

担保提供資産

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

現金及び預金 120百万円 120百万円

建物 108百万円 104百万円

土地 363百万円 363百万円

投資有価証券 434百万円 314百万円

　　　　　　計 1,026百万円 903百万円

対応債務

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

１年内返済予定の長期借入金 368百万円 576百万円

長期借入金 985百万円 1,134百万円

　　　　　　計 1,354百万円 1,710百万円

※２　関係会社にかかる注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

売掛金 18百万円 7百万円

短期貸付金 1,752百万円 2,060百万円

未収入金 101百万円 271百万円

材料支給未収入金 12百万円 12百万円

立替金 128百万円 131百万円

買掛金 780百万円 1,183百万円

未払金 23百万円 21百万円

　３　偶発債務

関係会社の銀行等よりの借入等に対する債務保証額は次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

タイ国田淵電機 51百万円 (18,610千B)56百万円 (21,342千B)

香港田淵電機有限公司 26百万円 (2,466千香港＄) 8百万円 (822千香港＄)

　 660百万円 (7,942千米＄)374百万円 (4,555千米＄)

上海田淵変圧器有限公司 129百万円 (10,211千元)161百万円 (12,392千元)

　 49百万円 (600千米＄) 57百万円 (700千米＄)

ベトナム田淵電機 348百万円 (4,187千米＄)382百万円 (4,655千米＄)

田淵電子工業㈱ 376百万円　 431百万円　

　　　　合計 1,642百万円　 1,473百万円　
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(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引にかかわるもの

関係会社との取引にかかわるものが次のとおり含まれております。

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当期製品仕入高 18,516百万円 12,763百万円

受取利息 34百万円 14百万円

受取配当金 75百万円 305百万円

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

荷造・運送費 449百万円 164百万円

旅費交通費 76百万円 80百万円

手数料 89百万円 85百万円

役員報酬・給与手当 644百万円 679百万円

厚生費 100百万円 111百万円

賞与引当金繰入額 18百万円 22百万円

退職給付引当金繰入額 31百万円 17百万円

減価償却費 11百万円 13百万円

　

販売費に属する費用のおおよその割合は、前事業年度は54％、当事業年度は47％であり、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は、前事業年度は46％、当事業年度は53％であります。

　

※３　固定資産除売却損の主なものは次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

工具、器具及び備品 0百万円 0百万円

土地 ―百万円 8百万円

※４　「当期製品仕入高」は、製造子会社等からの完成品の仕入高であります。

※５　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

　 541百万円 593百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 64,301 2,414 ― 66,715

　　(変動事由の概要)

　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加  2,414株

　

当事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 66,715 1,305 ― 68,020

　　(変動事由の概要)

　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加  1,305株

　

(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引

(借主側)

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

イ)リース資産の内容

・有形固定資産

　主として、生産設備(機械及び装置)、試験設備(工具、器具及び備品)であり、各科目に含めて記載して

おります。

・無形固定資産

ソフトウエアであり、当該科目に含めて記載しております。
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ロ)リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「４　固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次の

通りであります。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額(関係会社への転貸分を除く)

前事業年度(平成23年３月31日)

　 工具器具備品 その他 合計

取得価額相当額 107百万円 31百万円 139百万円

減価償却累計額相当額 82百万円 23百万円 106百万円

期末残高相当額 24百万円 8百万円 32百万円

　

当事業年度(平成24年３月31日)

　 工具器具備品 その他 合計

取得価額相当額 73百万円 22百万円 95百万円

減価償却累計額相当額 67百万円 20百万円 87百万円

期末残高相当額 5百万円 2百万円 7百万円

②　未経過リース料期末残高相当額(関係会社への転貸分を含む)

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

１年以内 45百万円 24百万円

１年超 38百万円 13百万円

合計 84百万円 38百万円

③　当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額(関係会社への転貸分を除く)

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

支払リース料 31百万円 26百万円

減価償却費相当額 29百万円 24百万円

支払利息相当額 1百万円 0百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(2) 貸主側(関係会社への転貸)

①　未経過リース料期末残高相当額

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

１年以内 20百万円 16百万円

１年超 30百万円 13百万円

合計 50百万円 30百万円
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(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

(注) 時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 平成23年３月31日 平成24年３月31日

子会社株式 2,654 2,809

関連会社株式 49 49

計 2,703 2,858

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるもので

あります。

　

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

(1) 流動の部 　 　

繰延税金資産 　 　

賞与引当金 20百万円 23百万円

その他 10百万円 9百万円

繰延税金資産小計 31百万円 32百万円

評価性引当額 △31百万円 △32百万円

繰延税金資産合計 ―百万円 ―百万円

　 　 　

(2) 固定の部 　 　

繰延税金資産 　 　

関係会社株式 72百万円 63百万円

投資有価証券 ―百万円 134百万円

退職給付引当金 150百万円 148百万円

有形固定資産 44百万円 41百万円

投資損失引当金 236百万円 208百万円

繰越欠損金 1,095百万円 715百万円

その他 50百万円 44百万円

繰延税金資産小計 1,650百万円 1,356百万円

評価性引当額 △1,650百万円 △1,356百万円

繰延税金資産合計 ―百万円 ―百万円

　 　 　

繰延税金負債 　 　

合併受入による土地の
時価評価差額

30百万円 26百万円

その他 ―百万円 0百万円

繰延税金負債合計 30百万円 26百万円

繰延税金負債の純額 30百万円 26百万円
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

法定実効税率 40.4％ 40.4％

(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入
されない項目

△4.1％ △3.6％

住民税均等割等 △2.2％ △3.2％

評価性引当額の増減等 △49.6％ △91.2％

受取配当等益金不算入額 7.7％ 46.3％

国外源泉所得税 △7.3％ △19.4％

連結納税制度適用に伴う影響額 ―％ 15.9％

その他 1.4％ 1.3％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

△13.7％ △13.5％

　

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律及び東日本

大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12月２

日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成24年４月１

日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の40.4％から、回収又は支払が見込

まれる期間が平成24年４月１日から平成27年３月31日までのものは38.0％、平成27年４月１日以降のもの

については35.6％にそれぞれ変更されております。

　その結果、繰延税金負債の金額が3百万円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が3百万円減少

しております。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純損失金額及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。
　

項目
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 34円11銭 49円79銭

(算定上の基礎） 　 　

貸借対照表の純資産の部の合計額
(百万円)

1,201 2,013

普通株式に係る純資産額(百万円) 1,201 2,013

普通株式の発行済株式数(千株) 35,302 40,502

普通株式の自己株式数(千株) 66 68

１株当たり純資産の算定に
用いられた普通株式の数(千株)

35,235 40,434

　

項目
前事業年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

(2) １株当たり当期純損失 12円59銭 7円45銭

(算定上の基礎） 　 　

当期純損失(百万円) 443 292

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ―

普通株式に係る当期純損失
(百万円)

443 292

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,236 39,284

(注)　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当期純損失であり、また、潜在株式がないため記載してお

りません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

シャープ㈱ 532,550 321

ミヨシ電子㈱ 150,000 78

スマートソーラーインターナショナ
ル㈱

1,666 49

㈱池田泉州ホールディングス 170,200 19

パナソニック㈱ 23,153 17

ニチコン㈱ 11,500 11

JFEホールディングス㈱ 4,450 7

伊藤忠商事㈱ 5,775 5

㈱みずほフィナンシャルグループ 16,600 2

㈱京写 10,000 1

その他(2銘柄) 6,840 2

計 932,734 517
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【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 397 40 0 437 287 10 149

　構築物 26 6 0 33 26 0 6

　機械及び装置 152 53 15 191 134 9 57

　工具、器具及び備品 507 101 8 601 426 64 174

　土地 380 ― 16 363 ― ― 363

　建設仮勘定 ― 5 ― 5 ― ― 5

有形固定資産計 1,466 208 41 1,632 875 84 757

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア ― ― ― 93 52 11 41

　ソフトウエア
　仮勘定

― ― ― 11 ― ― 11

　水道施設利用権 ― ― ― 2 2 0 0

無形固定資産計 ― ― ― 107 54 11 52

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

　株式交付費 ― 9 ― 9 2 2 6

　社債発行費 30 ― ― 30 25 5 5

繰延資産計 30 ― ― 39 27 7 11

(注) １　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 信頼性センター関連 34百万円

機械装置 太陽光発電設備関連 26百万円

工具器具及び備品 パワーコンディショナ用評価機器等 95百万円

ソフトウエア CAD関連 32百万円

２　無形固定資産の金額が、資産の総額の１％以下であるため「当期首残高」「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。

　

【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 2 ― ― 1 1

賞与引当金 51 62 51 ― 62

投資損失引当金 585 ― ― ― 585

　(注) 貸倒引当金の当期減少額の（その他）は、一般債権に対する引当額の洗替による差額分であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

資産の部

1)　現金及び預金

　

種類 金額(百万円)

現金 1

預金 　

普通預金 188

当座預金 524

定期預金 245

外貨預金 10

別段預金 0

計 968

合計 969

　

2)　受取手形

イ)　相手先別内訳

　

相手先別 金額(百万円)

ミスズ工業㈱ 15

㈱八幡 10

ハイアールアクアセールス㈱ 10

東郷産業㈱ 6

モリ電子工業㈱ 6

その他 14

合計 64

　

ロ)　期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成24年４月満期 19

　 〃 　５月 〃 18

　 〃 　６月 〃 20

　 〃 　７月 〃 6

合計 64
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3)　売掛金

イ)相手先別内訳

　

相手先別 金額(百万円)

シャープ㈱ 873

HRD SINGAPORE PTE LTD. 210

三菱電機㈱ 105

日立アプライアンス㈱ 105

パナソニック㈱ 34

その他 370

合計 1,699

　

ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

当期首残高(ａ)
 

(百万円)

当期発生額(ｂ)
 

(百万円)

当期回収額(ｃ)
 

(百万円)

当期末残高(ｄ)
 

(百万円)

回収率(％)
 

ｃ÷(ａ＋ｂ)

滞留期間(日)
 

｛(ａ＋ｄ)÷２｝
÷(ｂ÷366)

2,322 16,767 17,389 1,699 91.1 43.9

(注) １　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが当期発生額には消費税等が含まれております。

２　当期発生額には経営技術支援料は含んでおりません。

　

4)　商品及び製品

　

内訳 金額(百万円)

(製品)

各種変成器 145

各種電源機器 933

合計 1,078

　

5)　仕掛品

　

内訳 金額(百万円)

電源機器用部材等 53

合計 53
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6)　原材料及び貯蔵品
　

内訳 金額(百万円)

(原材料)

電源機器用材料 65

 その他 3

合計 69

　

7)　短期貸付金
　

相手先別 金額(百万円)

香港田淵電機有限公司 1,409

タイ国田淵電機 370

ベトナム田淵電機 197

田淵電子工業㈱ 50

上海田淵変圧器有限公司 32

合計 2,060

　
　

8)　関係会社株式
　

銘柄 金額(百万円)

上海田淵変圧器有限公司 661

香港田淵電機有限公司 585

ベトナム田淵電機 568

タイ国田淵電機 531

田淵電子工業㈱ 362

その他 149

合計 2,858
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負債の部

1)　支払手形

イ)手形の内容
　

相手先別 金額(百万円)

ミヨシ電子㈱ 420

オリジン電気㈱ 333

オグラ金属㈱ 291

㈱エネゲート 97

萬世電機㈱ 91

その他 1,015

合計 2,249

　

ロ)期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成24年４月満期 697

　 〃 　５月 〃 630

　 〃 　６月 〃 512

　 〃 　７月 〃 409

合計 2,249

　

2)　買掛金

　

相手先別 金額(百万円)

タイ国田淵電機 555

田淵電子工業㈱ 478

ミヨシ電子㈱ 89

香港田淵電機有限公司 84

オグラ金属㈱ 84

その他 637

合計 1,929
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3)　短期借入金
　

借入先 金額(百万円)

住友信託銀行㈱ 200

㈱関西アーバン銀行 10

小計 210

１年内返済予定の長期借入金 857

合計 1,067

　

4)　社債
　

区分 金額(百万円)

第２回無担保社債
240
(160)

第３回無担保社債
300
(100)

合計
540
(260)

(注) １　括弧内の数字(内数)は１年内に償還する金額であります。

２　発行年月、利率等については、「第５経理の状況」「１連結財務諸表等」「(1)連結財務諸表」「⑤連結附属明

細表」の「社債明細表」に記載しております。

　

5)　長期借入金

　

借入先 金額(百万円)

㈱みずほ銀行
1,180
(260)

㈱商工組合中央金庫
519
(182)

㈱りそな銀行
370
(245)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行
160
(71)

㈱関西アーバン銀行
136
(73)

㈱池田泉州銀行
25
(25)

合計
2,391
(857)

(注)　括弧内の数字(内数)は１年内に返済する金額であります。

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日 ９月３０日、３月３１日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
(特別口座)
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―――

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告としております。ただし、事故その他やむを得ない事由
によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して
行います。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
あります。
　http://www.zbr.co.jp/

株主に対する特典 ありません

（注）株主名簿管理人及び特別口座の口座管理機関である住友信託銀行株式会社は、平成24年４月１日

　　　に中央三井信託銀行株式会社及び中央三井アセット信託銀行株式会社と合併し、商号を「三井住

　　　友信託銀行株式会社」に変更し、以下のとおり商号・住所等が変更となっております。

　　　取扱場所　　　　大阪市中央区北浜四丁目５番33号　　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　　株主名簿管理人　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

　　　　　　　　　　　（特別口座）

　　　　　　　　　　　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1)有価証券報告書
及びその添付書類
並びに確認書

事業年度
(第73期)

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

　 平成23年６月29日
近畿財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
(2)内部統制報告書 　 　 　 平成23年６月29日

近畿財務局長に提出。
　 　 　 　 　 　
　

(3)四半期報告書及
び確認書

事業年度
(第74期第１四半期)

自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

　 平成23年８月12日
近畿財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
　 　 事業年度

(第74期第２四半期)
自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日

　 平成23年11月14日
近畿財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
　 　 事業年度

(第74期第３四半期)
 

自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

　 平成24年２月13日
近畿財務局長に提出。

(4) 臨時報告書

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規

定に基づく臨時報告書

　平成23年６月30日に近畿財務局長に提出。

 

(5) 有価証券届出書及びその添付書類

　その他の者に対する割当に伴う新株式発行　平成23年５月30日に近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成24年６月25日

田淵電機株式会社

取締役会　御中

　
有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　田　　美　　樹　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　髙　　﨑　　充　　弘　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている田淵電機株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明

細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、田淵電機株式会社及び連結子会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、田淵電機株式会社

の平成24年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、田淵電機株式会社が平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
　

 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成24年６月25日

田淵電機株式会社

取締役会　御中

　
有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　田　　美　　樹　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　髙　　﨑　　充　　弘　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられている田淵電機株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第74期事業年度の財務諸
表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表
について監査を行った。

　
財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と
適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並
びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、田淵電機株式会社の平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

 
　

 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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